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一
　
は
じ
め
に

　
現
在
、
住
所
概（
1
）念は
多
く
の
国
で
国
際
租
税
法
上
、
法
人
・
個
人
を
問
わ
ず
、
伝
統
的
に
課
税
管
轄
へ
の
帰
属
を
判
断
す
る
も
の
と
し

て
機
能
し
て
い（
2
）る。

し
か
し
、
国
を
跨
い
だ
人
の
移
動
が
活
発
に
な
り
、
情
報
技
術
が
進
歩
す
る
こ
と
で
法
人
活
動
は
多
国
籍
間
に
分
散

し
、
タ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
は
高
度
化
の
一
途
を
た
ど
っ
て
い（
3
）る。
そ
の
よ
う
な
状
況
で
は
、
伝
統
的
な
住
所
概
念
と
い
う
課
税
管
轄

の
帰
属
の
判
断
基
準
は
、
実
態
を
反
映
す
る
こ
と
が
難
し
く
な
っ
て
き
て
い（
4
）る。

　
法
人
の
住
所
認
定
は
、
実
質
基（
5
）準を
採
用
す
る
国
に
と
っ
て
は
法
人
の
「
課
税
管
轄
か
ら
の
逸
脱
」
を
防
止
す
る
役
割
を
担
っ
て
い（
6
）る。

そ
れ
ら
の
国
で
は
、
租
税
回
避
目
的
に
よ
り
歪
め
ら
れ
た
住
所
を
実
質
的
に
見
極
め
ね
ば
な
ら
な
い
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
一
方
日
本
で

は
、
本
店
所
在
地
主
義
と
い
っ
た
形
式
基
準
が
採
用
さ
れ
（
法
人
税
法
二
条
三
項
、
同
四
条
一
項
）、
ま
た
、
租
税
法
律
主
義
の
観
点
か
ら
裁

判
所
は
実
質
判
断
を
避
け
る
傾
向
が
あ
る
た
め
、
住
所
に
よ
る
租
税
回
避
防
止
と
い
う
や
り
方
は
受
け
入
れ
ら
れ
に
く
い
よ
う
に
思
わ
れ

る
（
最
判
平
成
二
三
年
二
月
一
八
日
集
民
第
二
三
六
号
七
一
頁
）。

　
そ
の
た
め
、
実
質
基
準
を
採
用
す
る
英
国
や
カ
ナ
ダ
の
国
内
法
上
の
住
所
概
念
拡
大
の
歴
史
は
住
所
を
利
用
し
た
租
税
回
避
と
の
戦
い

の
歴
史
と
も
い
え
る
。
し
か
し
、
法
人
の
機
能
が
細
分
化
し
、
各
国
に
分
散
す
る
中
で
、
法
人
の
、
ど
の
部
分
が
あ
れ
ば
課
税
権
へ
の
帰

属
を
認
定
す
る
に
十
分
か
、
問
題
は
複
雑
化
す
る
一
方
で
あ
る
。
課
税
権
の
確
保
と
い
う
観
点
か
ら
す
れ
ば
、
少
し
で
も
何
ら
か
の
要
素

を
自
国
に
有
す
る
法
人
を
全
て
居
住
者
と
し
て
課
税
す
る
、
と
い
う
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
が
、
二
重
課
税
や
経
済
政
策
の
問
題
、
租
税
条

約
と
の
関
係
か
ら
、
そ
の
よ
う
な
立
場
は
現
実
的
で
は
な
い
。
そ
こ
に
は
何
ら
か
の
住
所
認
定
に
よ
る
租
税
回
避
へ
の
対
応
の
限
界
が
あ

る
と
思
わ
れ
る
。

　
本
稿
は
、
カ
ナ
ダ
の
国
内
法
上
の
住
所
の
検
討
を
通
じ
て
、
租
税
回
避
対
応
策
と
し
て
の
住
所
認
定
の
限
界
を
画
そ
う
と
試
み
る
も
の
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で
あ
る
。
そ
の
過
程
で
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
と
呼
ば
れ
る
カ
ナ
ダ
版
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税（
7
）制と
さ
れ
る
も
の
に
焦
点
を
当
て
る
。
そ
れ
は
、
導
入
の

時
点
で
は
「
住
所
認
定
の
代
替
策
」
と
し
て
の
色
彩
を
有
す
る
課
税
管
轄
離
脱
防
止
策
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン

を
利
用
し
た
租
税
回
避
に
対
し
て
、
住
所
の
認
定
を
す
す
め
る
の
で
は
な
く
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
導
入
に
切
り
替
え
た
と
い
う
点
で
、
租
税
回
避
防

止
策
と
し
て
の
住
所
認
定
の
限
界
を
画
す
る
示
唆
が
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
ま
た
、
日
本
で
は
、
外
国
子
会
社
配
当
益
金
不
算
入
制
度

の
導
入
に
伴
っ
て
、
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
対
策
税
制
の
意
義
が
見
直
さ
れ
つ
つ
あ（
8
）る。

そ
の
よ
う
な
状
況
で
、
カ
ナ
ダ
が
住
所
概
念
の
代

替
と
し
て
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
に
類
似
す
る
制
度
を
導
入
し
た
趣
旨
を
検
討
す
る
こ
と
は
、
日
本
に
お
い
て
も
、
重
要
な
意
味
を
持
つ
も
の
と
思

わ
れ（
9
）る。

カ
ナ
ダ
に
お
い
て
導
入
さ
れ
た
、
い
わ
ば
「
課
税
管
轄
離
脱
防
止
型
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
」
で
あ
る
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
の
存
在
は
、
一
般
に
言

わ
れ
る
「
課
税
繰
延
防
止
型
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
）
10
（
制
」
と
は
異
な
る
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
在
り
方
を
示
し
て
く
れ
る
か
ら
で
あ
）
11
（
る
。

二
　
住
所
認
定
に
よ
る
租
税
回
避
防
止
の
試
み

㈠
　
判
例
に
よ
る
住
所
の
認
定

　
カ
ナ
ダ
で
は
、
一
九
一
七
年
に
戦
時
の
暫
定
的
な
歳
入
調
達
手
段
と
し
て
、
初
の
包
括
的
所
得
税
が
導
入
さ
れ
た
（Incom

e W
ar Tax 

Act, 1917

）。
当
時
か
ら
、
基
本
的
な
所
得
税
の
課
税
範
囲
は
現
在
と
同
じ
で
あ
る
。
個
人
の
カ
ナ
ダ
居
住
者
、
及
び
カ
ナ
ダ
に
居
住
す

る
法
人
は
、
そ
の
全
世
界
所
得
に
つ
き
四
％
の
税
に
服
し
、
非
居
住
者
は
カ
ナ
ダ
の
源
泉
か
ら
得
た
一
定
の
所
得
に
の
み
課
税
さ
れ
た

（Incom
e W
ar Tax Act, 1917, sec.4

）。
一
九
六
一
年
ま
で
は
、
課
税
目
的
上
使
用
さ
れ
る
法
人
の
住
所
概
念
は
、
英
国
か
ら
継
受
さ
れ
た

一
連
の
判
例
に
則
っ
て
解
釈
さ
れ
、
そ
こ
で
は
、
設
立
地
を
そ
の
ま
ま
法
人
の
住
所
と
す
る
こ
と
は
、
自
然
人
と
の
ア
ナ
ロ
ジ
ー
を
通
し

て
否
定
さ
れ
て
い
）
12
（
た
。
一
九
〇
六
年
の
英
国
判
例
、D

e Beers

事
）
13
（
件
に
お
い
て
確
立
さ
れ
た
原
則
を
ベ
ー
ス
に
、
英
国
と
同
様
の
住
所
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概
念
が
運
用
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
一
九
六
〇
年
代
に
は
、
判
例
法
上
の
住
所
と
併
用
し
て
、
独
自
に
設
立
地
基
準
を
導
入
し
た

（Incom
e Tax Act

（
以
下
Ｉ
Ｔ
Ａ
と
す
る
）1961, s.139

（4a

））。
ま
ず
、
判
例
に
よ
る
住
所
の
認
定
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

1　

英
国
判
例
法
の
継
受

　
法
人
の
住
所
に
関
す
る
英
国
の
判
例
は
、
一
貫
し
て
そ
の
認
定
範
囲
を
拡
大
し
て
い
）
14
（
る
。
法
人
の
「
実
質
的
な
管
理
支
配
」
に
住
所
を

認
）
15
（

め
、
管
理
支
配
の
分
割
に
よ
る
二
重
住
所
を
認
め
）
16
（

た
。
ま
た
、
法
的
に
正
当
な
管
理
支
配
の
場
所
で
は
な
く
、
法
的
な
正
当
性
は
な
く

と
も
実
際
に
そ
れ
を
行
っ
て
い
る
場
所
に
住
所
を
認
定
し
）
17
（
た
。
こ
れ
ら
は
、
大
英
帝
国
の
繁
栄
を
背
景
に
資
本
輸
出
国
と
し
て
多
国
籍
企

業
の
実
権
を
手
に
す
る
機
会
の
多
か
っ
た
英
国
に
と
っ
て
は
、
よ
り
多
く
の
法
人
を
自
国
の
居
住
者
と
認
定
す
る
こ
と
を
意
味
し
た
。
そ

の
英
国
の
法
人
住
所
に
関
す
る
判
例
を
継
受
す
る
こ
と
は
、
概
ね
そ
の
住
所
の
認
定
範
囲
の
拡
大
の
歴
史
を
受
け
入
れ
る
こ
と
で
あ
る
と

い
っ
て
よ
い
。
以
下
に
、
英
国
と
カ
ナ
ダ
の
判
例
法
上
の
法
人
住
所
の
解
釈
を
確
認
す
る
。

　
英
国
で
法
人
の
住
所
に
つ
い
て
「
管
理
支
配
基
準
」
を
確
立
し
た
の
はD

e Beers

事
）
18
（
件
と
さ
れ
る
。
こ
れ
は
、
南
ア
フ
リ
カ
で
登
記

さ
れ
、
そ
こ
で
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
の
採
掘
を
行
い
、
本
店
も
ま
た
南
ア
フ
リ
カ
に
所
在
し
、
株
主
総
会
も
そ
の
地
で
行
わ
れ
て
い
る
法
人
の

住
所
を
争
う
判
例
で
あ
っ
た
。
そ
こ
で
は
、
取
締
役
会
は
南
ア
フ
リ
カ
と
ロ
ン
ド
ン
の
双
方
で
行
わ
れ
て
い
る
が
、
取
締
役
と
理
事
の
大

多
数
は
実
質
上
英
国
に
居
住
し
て
お
り
、
ロ
ン
ド
ン
で
行
わ
れ
る
取
締
役
会
に
お
い
てD

e Beers

社
の
事
業
に
お
け
る
重
要
事
項
に
つ

い
て
の
決
定
が
な
さ
れ
て
い
た
と
認
定
さ
れ
た
。
そ
し
て
課
税
目
的
上
、
法
人
は
そ
の
真
実
の
事
業
が
行
わ
れ
て
い
る
場
所
に
居
住
す
る

こ
と
、
真
実
の
事
業
は
中
心
的
な
管
理
支
配
が
実
際
に
行
わ
れ
て
い
る
場
所
に
あ
る
と
判
示
さ
れ
た
。

　
法
人
の
住
所
に
つ
い
て
特
に
重
要
と
さ
れ
る
英
国
の
も
う
一
つ
の
判
決
はU

nit Construction

事
）
19
（

件
で
あ
る
。
こ
れ
は
ケ
ニ
ア
法
の

下
設
立
さ
れ
、
ケ
ニ
ア
で
登
記
が
な
さ
れ
、
そ
の
取
締
役
会
は
定
款
で
管
理
支
配
権
を
与
え
ら
れ
て
お
り
、
英
国
に
お
い
て
は
定
款
の
下

で
正
当
な
取
締
役
会
は
開
け
な
い
こ
と
と
な
っ
て
い
た
ケ
ニ
ア
の
子
会
社
の
住
所
が
争
わ
れ
た
事
例
で
あ
る
。
当
該
子
会
社
の
管
理
支
配

は
元
々
ケ
ニ
ア
で
行
わ
れ
て
い
た
が
、
後
に
経
営
悪
化
を
理
由
に
ロ
ン
ド
ン
の
親
会
社
に
引
き
継
が
れ
、
当
該
子
会
社
の
事
実
上
の
支
配
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は
、
定
款
に
は
反
す
る
が
、
ロ
ン
ド
ン
の
親
会
社
に
よ
っ
て
執
行
さ
れ
て
い
た
。
こ
の
事
実
の
下
、
当
該
子
会
社
に
つ
き
、
重
要
な
事
柄

は
ロ
ン
ド
ン
に
お
い
て
決
定
さ
れ
、
ケ
ニ
ア
の
子
会
社
は
親
会
社
に
そ
の
管
理
支
配
を
「
侵
害
」
さ
れ
て
い
た
と
し
て
ロ
ン
ド
ン
に
住
所

が
認
定
さ
れ
た
（
以
下
「
侵
害
ル
ー
ル
」
と
い
う
）。
更
に
、U

nit Construction

事
件
に
お
い
て
は
、「
ケ
ニ
ア
に
住
所
が
あ
っ
た
か
ど
う

か
は
問
題
で
は
な
く
、
英
国
に
住
所
が
あ
っ
た
こ
と
は
間
違
い
が
な
い
」
と
の
判
断
が
下
さ
れ
、
法
人
の
二
重
住
所
が
明
言
さ
れ
た
と
共

に
、
自
国
に
住
所
が
あ
れ
ば
他
国
に
関
わ
ら
ず
課
税
権
を
行
使
す
る
こ
と
が
判
示
さ
れ
た
。

　
カ
ナ
ダ
で
最
初
にD

e Beers

事
件
に
由
来
す
る
管
理
支
配
基
準
が
採
用
さ
れ
た
の
は
、
一
九
四
六
年
のBritish Colum

bia Electric 

Railw
ay

事
）
20
（

件
で
あ
る
。
当
該
法
人
の
全
て
の
事
業
は
カ
ナ
ダ
で
行
わ
れ
、
取
締
役
は
カ
ナ
ダ
に
居
住
し
、
株
主
総
会
も
カ
ナ
ダ
で
行
わ

れ
、
ま
た
、
当
該
法
人
の
全
て
の
資
産
と
収
入
は
カ
ナ
ダ
で
稼
得
さ
れ
、
カ
ナ
ダ
に
あ
っ
た
。
し
か
し
、
全
て
の
配
当
は
少
数
の
個
人
を

除
き
、
英
国
に
支
払
わ
れ
て
い
た
。
本
件
で
は
、
当
該
法
人
が
法
律
に
規
定
さ
れ
る
「
カ
ナ
ダ
債
務
者
」
に
当
た
る
か
ど
う
か
、
そ
し
て

「
カ
ナ
ダ
債
務
者
」
に
該
当
す
る
が
ゆ
え
に
配
当
源
泉
税
の
納
税
義
務
を
負
う
か
が
問
題
と
な
っ
た
。「
カ
ナ
ダ
債
務
者
」
は
そ
の
居
住
地

で
判
断
さ
れ
る
も
の
と
さ
れ
、
本
件
で
、
カ
ナ
ダ
の
裁
判
所
は
法
人
の
居
住
に
関
し
て
、
管
理
支
配
基
準
の
継
承
を
明
言
し
た
。
結
果
と

し
て
、
当
該
法
人
は
カ
ナ
ダ
居
住
で
あ
る
と
認
定
さ
れ
た
。

　
ま
た
、
カ
ナ
ダ
で
は
一
九
六
一
年
のYam

aska Steam
ship

事
）
21
（

件
で
、Unit Construction

事
件
の
侵
害
ル
ー
ル
の
継
受
が
な
さ
れ
た
。

当
該
法
人
は
カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
な
が
ら
、
カ
ナ
ダ
で
取
締
役
会
は
行
わ
れ
ず
、
些
細
で
事
務
的
な
機
能
し
か
果
た
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。

裁
判
官
は
、「
事
実
上
の
支
配
は
疑
い
な
く
英
国
に
あ
り
、
単
に
法
的
な
支
配
の
み
が
カ
ナ
ダ
に
あ
っ
た
」
と
し
て
当
該
法
人
は
カ
ナ
ダ

に
は
居
住
し
な
い
と
判
断
し
た
。
当
判
決
に
つ
い
て
は
英
国
で
のU

nit Construction

事
件
の
精
神
を
正
確
に
受
け
継
い
だ
も
の
と
評

価
す
る
声
が
多
）
22
（
い
。
し
か
し
、Yam

aska Steam
ship

事
件
に
お
い
て
も
、
後
の
事
案
に
お
い
て
も
、
カ
ナ
ダ
は
往
々
に
し
て
こ
の
ル
ー

ル
の
下
で
は
英
国
と
は
逆
に
管
理
支
配
を
侵
害
さ
れ
る
側
で
あ
り
、
住
所
を
認
定
さ
れ
な
い
側
、
課
税
権
を
持
た
な
い
側
で
あ
っ
た
。
カ

ナ
ダ
に
お
い
てYam

aska Steam
ship

事
件
後
、
侵
害
ル
ー
ル
の
継
受
が
必
ず
し
も
順
調
に
は
い
か
な
か
っ
た
理
由
は
、
そ
こ
に
あ
る
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よ
う
に
思
わ
れ
る
。

　
ま
た
、
こ
の
「
侵
害
ル
ー
ル
」
は
、
実
際
の
運
用
に
つ
い
て
困
難
の
伴
う
も
の
で
あ
っ
た
。
子
会
社
は
多
か
れ
少
な
か
れ
親
会
社
か
ら

影
響
を
受
け
る
。
そ
の
影
響
に
つ
き
、
ど
の
程
度
で
あ
れ
ば
実
質
的
な
管
理
支
配
を
侵
害
し
て
い
る
と
い
え
る
か
、
そ
の
境
目
は
曖
昧
な

も
の
で
あ
る
。
子
会
社
の
取
締
役
が
権
限
を
有
し
、
執
行
し
て
い
る
こ
と
は
客
観
的
に
明
ら
か
で
あ
る
が
、
そ
の
行
為
に
親
会
社
を
は
じ

め
と
す
る
他
者
の
影
響
が
ど
の
程
度
及
ん
で
い
る
の
か
、
そ
れ
は
「
侵
害
」
と
呼
ぶ
に
足
る
も
の
で
あ
る
の
か
、
証
明
す
る
こ
と
は
難
し

い
。
影
響
を
受
け
て
い
た
と
し
て
も
、
そ
れ
を
受
け
て
権
限
を
行
使
す
る
と
い
う
決
断
自
体
は
子
会
社
自
身
の
も
の
で
あ
る
可
能
性
も

あ
）
23
（

る
。

2　

カ
ナ
ダ
に
お
け
る
「
法
的
支
配
」
重
視
の
傾
向

　
一
九
七
〇
年
のBedford

事
）
24
（

件
及
びZender

事
）
25
（

件
は
、Yam

aska Steam
ship

事
件
と
似
た
事
例
で
あ
り
、
争
点
と
な
っ
た
法
人
は
、

カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
、
登
記
事
務
所
を
有
し
、
帳
簿
や
印
章
も
カ
ナ
ダ
に
備
え
ら
れ
て
い
た
が
、
非
居
住
者
で
あ
る
株
主
に
受
益
所
有
さ

れ
て
お
り
、
議
事
録
上
で
は
当
該
法
人
の
取
締
役
会
は
カ
ナ
ダ
に
お
い
て
開
催
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
実
際
に
は
、
取
締
役
会
は
カ
ナ
ダ

で
開
催
さ
れ
た
こ
と
は
な
く
、
取
締
役
と
し
て
集
ま
っ
た
こ
と
さ
え
な
か
っ
た
。
一
人
の
取
締
役
が
国
外
の
第
三
者
に
従
っ
て
議
事
録
を

準
備
し
、
サ
イ
ン
し
、
秘
書
が
そ
の
文
書
に
何
の
疑
問
も
な
く
サ
イ
ン
を
し
て
い
た
と
認
定
さ
れ
た
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
事
件
は
後
述
す

る
一
九
六
五
年
立
法
後
の
も
の
だ
が
、
当
事
者
法
人
が
当
該
立
法
以
前
に
設
立
さ
れ
、
判
例
法
下
で
の
住
所
が
認
定
さ
れ
た
た
め
、
制
定

法
上
の
「
事
業
の
運
営
」
の
有
無
を
判
断
さ
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
裁
判
官
は
「
カ
ナ
ダ
取
締
役
の
活
動
は
単
に
形
式
的
、
手
続
的
、

事
務
的
で
、
管
理
支
配
の
実
質
的
な
要
素
は
実
際
に
は
カ
ナ
ダ
で
は
執
行
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
」
と
の
事
実
認
定
を
し
た
に
も
関
わ
ら
ず
、

カ
ナ
ダ
に
住
所
を
認
定
し
た
。
そ
こ
で
は
取
締
役
が
法
的
権
限
を
カ
ナ
ダ
で
行
使
し
た
こ
と
を
重
く
見
る
判
断
が
下
さ
れ
て
お
り
、
法
的

権
限
の
所
在
に
関
わ
ら
ず
事
実
上
の
支
配
を
重
視
す
る
、
と
い
う
英
国
の
侵
害
ル
ー
ル
に
よ
っ
て
判
断
さ
れ
た
の
で
は
な
い
と
考
え
ら

れ
）
26
（
る
。
こ
こ
で
の
「
法
的
支
配
」
と
は
、
他
国
の
実
質
的
な
判
断
を
受
け
て
カ
ナ
ダ
国
内
で
法
的
権
限
を
執
行
し
た
こ
と
、
他
国
か
ら
の
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指
示
を
取
締
役
が
カ
ナ
ダ
で
有
効
に
実
行
し
た
こ
と
を
意
味
す
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

　
こ
れ
ら
の
判
決
はU

nit Construction

事
件
及
びYam

aska Steam
ship

事
件
と
整
合
的
に
考
え
る
こ
と
が
難
し
い
と
批
判
さ
れ
て

い
）
27
（
る
。
ま
た
、V

ictoria Insurance

事
）
28
（
件
で
は
、
設
立
、
全
て
の
取
締
役
会
の
開
催
、
取
締
役
の
過
半
数
の
居
住
が
バ
ハ
マ
に
認
め
ら

れ
る
法
人
に
つ
き
、
事
実
上
の
支
配
と
法
的
支
配
の
双
方
が
カ
ナ
ダ
に
な
か
っ
た
と
し
て
当
該
法
人
は
カ
ナ
ダ
の
居
住
者
で
は
な
い
と
判

断
さ
れ
）
29
（

た
。
こ
の
判
決
に
つ
き
、
実
質
的
管
理
支
配
の
判
断
の
際
に
取
締
役
会
の
場
所
が
重
視
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
た
と
え
彼
ら
が
行
っ

た
全
て
が
他
者
か
ら
の
要
請
に
従
っ
て
い
た
だ
け
で
あ
っ
て
も
、
彼
ら
は
管
理
支
配
を
執
行
す
る
法
的
権
限
を
有
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ

て
い
）
30
（

る
。
判
決
で
は
、
法
的
支
配
は
間
違
い
な
く
ナ
サ
ウ
に
あ
り
、
事
実
上
の
支
配
が
他
に
あ
る
と
の
証
明
が
な
さ
れ
な
か
っ
た
と
い
う

理
由
で
、
当
該
法
人
は
ナ
サ
ウ
居
住
と
判
断
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
、
事
実
上
の
支
配
が
法
的
支
配
と
は
異
な
る
と
こ
ろ
に
あ
る
、

即
ち
、
争
点
と
な
る
法
人
が
他
の
法
人
や
人
物
に
よ
っ
て
侵
害
さ
れ
て
い
る
、
と
証
明
す
る
こ
と
の
難
し
さ
を
表
し
て
い
）
31
（

る
。

　
こ
の
よ
う
に
、
一
九
七
〇
年
前
後
の
判
例
に
お
け
る
カ
ナ
ダ
の
法
人
の
住
所
認
定
は
、
英
国
の
「
事
実
上
の
管
理
支
配
」
の
み
に
着
目

す
る
基
準
と
は
異
な
り
、
法
的
な
権
限
の
所
在
に
着
目
し
て
行
わ
れ
た
。
こ
れ
に
つ
き
、
英
国
の
判
例
を
継
受
し
た
こ
と
と
の
整
合
性
が

疑
問
視
さ
れ
た
。
前
述
の
よ
う
に
、
カ
ナ
ダ
は
「
実
質
的
な
管
理
支
配
」
を
侵
害
さ
れ
る
側
で
あ
る
こ
と
が
多
く
、「
法
的
支
配
」
の
み

カ
ナ
ダ
に
認
め
ら
れ
る
こ
と
が
多
か
っ
た
。
そ
れ
ゆ
え
こ
の
「
法
的
支
配
」
に
住
所
を
認
め
る
と
い
う
判
断
は
、
カ
ナ
ダ
居
住
法
人
と
し

て
課
税
さ
れ
る
べ
き
法
人
の
範
囲
を
広
げ
、
住
所
認
定
を
通
し
た
課
税
権
の
確
保
と
い
う
側
面
を
持
っ
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、

「
法
的
支
配
」
と
「
事
実
上
の
支
配
」
の
峻
別
、
或
い
は
ど
の
程
度
の
侵
害
が
あ
れ
ば
侵
害
ル
ー
ル
の
適
用
が
な
さ
れ
る
か
、
と
い
う
判

断
の
難
し
さ
も
、「
法
的
支
配
」
を
重
視
す
る
傾
向
の
一
因
と
思
わ
れ
る
。

　
し
か
し
、
そ
の
整
合
性
へ
の
批
判
か
ら
、
結
果
と
し
てBedford

事
件
やZender

事
件
等
、
法
的
支
配
或
い
は
取
締
役
会
の
場
所
に

住
所
を
認
め
た
判
例
は
、「
単
に
例
外
的
な
も
の
で
あ
り
、
ま
た
そ
の
よ
う
に
扱
わ
れ
る
べ
き
で
あ
）
32
（

る
」
と
さ
れ
、
一
般
に
は
カ
ナ
ダ
は

英
国
に
お
け
る
管
理
支
配
基
準
を
正
確
に
受
け
継
い
で
い
る
、
と
さ
れ
）
33
（
る
。
こ
れ
ら
古
い
判
例
に
お
け
る
「
事
実
上
の
支
配
」
と
「
法
的
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支
配
」
の
区
別
は
曖
昧
で
あ
り
、
後
の
判
例
に
は
引
き
継
が
れ
て
い
な
）
34
（
い
。
ま
た
、
カ
ナ
ダ
歳
入
庁
は
、
そ
の
解
釈
通
達
に
お
い
て

U
nit Construction

事
件
に
基
づ
く
「
事
実
上
の
管
理
支
配
」
が
適
切
な
基
準
で
あ
る
と
述
べ
て
お
り
、
法
的
支
配
に
は
言
及
し
て
い

な
）
35
（
い
。

　
こ
の
よ
う
に
、
英
国
に
お
い
て
は
国
外
に
所
在
す
る
法
人
に
課
税
権
を
拡
大
す
る
機
能
を
果
た
し
た
判
例
上
の
住
所
認
定
は
、
カ
ナ
ダ

で
は
管
理
支
配
が
侵
害
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
理
由
と
し
て
、
国
内
の
課
税
す
ら
危
う
く
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
加
え
て
一
九
六
〇
年
代
当

時
か
ら
、
判
例
法
上
の
住
所
認
定
は
、D

e Beers

事
件
の
時
代
に
比
し
て
個
人
の
移
動
が
容
易
に
な
っ
て
い
る
こ
と
等
を
勘
案
す
る
と

現
状
に
即
し
て
い
な
い
時
代
遅
れ
な
基
準
で
あ
る
と
の
見
方
が
あ
り
、
修
正
補
完
の
必
要
性
が
認
識
さ
れ
て
い
た
よ
う
で
あ
）
36
（

る
。
し
か
し
、

こ
こ
で
取
り
上
げ
た
一
九
六
〇
年
代
か
ら
七
〇
年
前
後
の
判
例
の
う
ち
、
多
く
は
次
に
触
れ
る
一
九
六
五
年
立
法
の
後
に
下
さ
れ
た
判
決

で
あ
り
、
こ
こ
で
示
さ
れ
た
判
例
上
の
住
所
認
定
の
カ
ナ
ダ
に
お
け
る
機
能
不
全
は
、
立
法
に
よ
っ
て
解
決
さ
れ
た
も
の
で
は
な
い
こ
と

を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

㈡
　
立
法
に
よ
る
新
し
い
認
定
基
準
の
追
加

1　

一
九
六
二
年
立
法

　
判
例
に
よ
る
住
所
の
認
定
と
は
別
に
、
一
九
六
二
年
、
①
カ
ナ
ダ
で
の
法
人
設
立
、
②
事
業
の
運
営
の
二
つ
を
要
件
と
す
る
「
み
な
し

居
住
者
」
規
定
が
導
入
さ
れ
た
（ITA1961, 139

（4a

））。「
事
業
の
運
営
」
と
い
う
要
件
を
含
む
こ
の
基
準
は
、
一
年
ご
と
に
判
断
さ
れ 

る
も
の
と
さ
れ
た
。
こ
の
法
の
成
立
に
つ
い
て
は
、
判
例
法
上
の
住
所
概
念
の
、
濫
用
へ
の
対
応
の
不
十
分
さ
と
は
別
に
、
特
別
支
店
利

益
税
が
そ
の
背
景
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
（ITA1961, 1

）
37
（

10B

）。
一
九
六
一
年
に
導
入
さ
れ
た
こ
の
支
店
利
益
税
は
、
カ
ナ
ダ
で
事
業
を
営

む
非
居
住
法
人
の
投
資
引
当
金
に
課
税
を
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
目
的
の
一
つ
は
、
支
店
形
態
へ
の
デ
ィ
ス
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
で

あ
っ
）
38
（
た
。
支
店
を
通
じ
て
カ
ナ
ダ
で
事
業
を
行
っ
て
き
た
海
外
投
資
家
に
対
し
て
、
支
店
で
は
な
く
、
法
人
形
態
を
と
る
誘
因
を
与
え
、
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カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
た
法
人
に
お
い
て
カ
ナ
ダ
人
が
投
資
及
び
管
理
に
よ
り
積
極
的
に
関
与
で
き
る
よ
う
に
し
よ
う
と
い
う
の
で
あ
）
39
（
る
。

し
か
し
、
判
例
法
上
の
管
理
支
配
基
準
と
、U

nit Construction

事
件
に
基
づ
く
侵
害
ル
ー
ル
に
よ
っ
て
、
支
店
に
代
わ
っ
て
カ
ナ
ダ

で
設
立
さ
れ
た
法
人
が
、
管
理
支
配
の
侵
害
を
理
由
に
カ
ナ
ダ
の
非
居
住
者
と
さ
れ
て
し
ま
う
可
能
性
が
あ
っ
た
。
カ
ナ
ダ
居
住
者
で
な

く
な
っ
て
し
ま
え
ば
、
カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
た
法
人
で
あ
っ
て
も
、
法
人
形
態
へ
の
デ
ィ
ス
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
と
し
て
の
支
店
利
益
税
を

避
け
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
る
。
少
な
く
と
も
理
由
の
一
つ
と
し
て
、
こ
の
法
人
形
態
へ
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
と
し
て
の
支
店
利
益
税
の

実
効
性
を
確
保
す
る
た
め
に
、
一
九
六
一
年
の
み
な
し
居
住
者
規
定
が
導
入
さ
れ
）
40
（
た
。
一
九
六
二
年
の
当
該
制
定
法
は
、
必
ず
し
も
租
税

回
避
の
防
止
や
課
税
管
轄
の
確
保
と
い
う
目
的
で
導
入
さ
れ
た
の
で
は
な
か
っ
た
が
、
実
質
的
に
せ
よ
法
的
に
せ
よ
、
こ
れ
ま
で
「
管
理

支
配
」
と
い
う
要
素
で
し
か
は
か
ら
れ
な
か
っ
た
住
所
認
定
に
、
全
く
新
し
い
要
素
を
取
り
入
れ
た
こ
と
に
な
）
41
（
る
。

2　

一
九
六
五
年
立
法

　
一
九
六
二
年
の
み
な
し
居
住
者
規
定
導
入
か
ら
三
年
後
、
カ
ナ
ダ
は
純
粋
な
設
立
地
基
準
を
導
入
す
る
（S.C. 1965, c.18, s.28

（4

）に
よ

る
改
正
、
現
行
法
で
はITA250

（4

））。
一
九
六
五
年
の
こ
の
改
正
の
背
景
に
は
、
一
九
六
三
年
のSurplus-stripping

防
止
を
目
的
と
し
た

立
法
が
あ
る
（ITA1963, Sec.138A

）。
カ
ナ
ダ
の
当
時
の
税
制
で
は
、
法
人
を
通
じ
て
稼
得
さ
れ
た
所
得
は
均
一
税
率
で
す
ぐ
に
課
税
さ

れ
、
個
人
所
得
税
を
引
き
起
こ
す
こ
と
な
く
法
人
に
無
期
限
に
蓄
積
で
き
た
。
当
時
カ
ナ
ダ
で
は
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
課
税
は
導
入
さ
れ

て
い
な
か
っ
た
の
で
、
株
主
は
法
人
の
未
分
配
持
分
の
一
部
を
、
課
税
を
引
き
起
こ
す
こ
と
な
く
実
現
し
利
益
を
得
る
こ
と
が
可
能
で

あ
っ
た
。
未
分
配
の
所
得
を
反
映
し
た
価
格
で
法
人
の
持
分
を
売
却
す
れ
ば
、
彼
ら
は
個
人
所
得
税
を
逃
れ
る
こ
と
が
で
き
）
42
（

た
。
こ
れ
は

Surplus-stripping

と
呼
ば
れ
、
カ
ナ
ダ
は
所
得
税
導
入
直
後
か
ら
こ
の
問
題
へ
の
対
処
を
試
み
て
き
た
が
、
一
九
六
三
年Sec.138A

を
導
入
し
た
。
そ
れ
は
、
一
定
の
法
人
持
分
の
売
却
や
そ
れ
に
類
す
る
利
益
を
受
領
し
た
場
合
、
大
臣
に
よ
っ
て
特
定
さ
れ
た
も
の
に
つ

い
て
は
大
臣
の
命
に
よ
り
納
税
者
の
所
得
に
算
入
す
べ
き
こ
と
、
納
税
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
は
配
当
と
み
な
す
可
能
性
が
あ
る
こ
と

を
定
め
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の
適
用
を
免
れ
る
方
法
の
一
つ
に
、
外
国
法
人
を
使
用
す
る
方
法
が
あ
っ
た
。
当
時
、
そ
の
法
人
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が
非
居
住
者
で
あ
り
、
そ
の
株
式
の
議
決
権
の
五
〇
％
以
上
が
非
居
住
者
に
帰
属
す
る
場
合
、
資
本
の
減
少
或
い
は
法
人
の
解
散
に
か
か

る
み
な
し
配
当
が
な
い
も
の
と
さ
れ
て
い
た
（ITA1963, 81

（7

））。
こ
の
法
の
下
で
、
カ
ナ
ダ
の
支
配
株
主
は
非
居
住
者
に
な
り
、
そ
の

所
有
す
る
法
人
の
カ
ナ
ダ
で
の
運
営
を
終
了
さ
せ
、
そ
の
管
理
支
配
を
海
外
に
移
す
こ
と
で
、
無
税
で
法
人
を
清
算
す
る
こ
と
が
で
き
）
43
（
た
。

　
一
九
六
五
年
の
設
立
地
基
準
の
導
入
は
、
こ
のSec.138A

の
成
立
後
に
一
般
的
に
な
っ
た
、
住
所
の
変
更
を
使
っ
た
様
々
な

Surplus-stripping
の
仕
組
み
に
対
抗
す
る
こ
と
を
第
一
の
目
的
と
し
て
い
）
44
（

た
。
改
正
後
、
設
立
地
基
準
を
定
め
る139

（4a

）
は
以
下
の

よ
う
に
規
定
さ
れ
た
。

「
こ
の
法
の
目
的
上
、
以
下
の
場
合
に
法
人
は
課
税
年
度
を
通
じ
て
居
住
者
で
あ
っ
た
と
み
な
す
。

⒜
　
一
九
六
五
年
四
月
二
六
日
よ
り
後
に
設
立
さ
れ
た
法
人
の
場
合
、
カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
た
法
人

⒝ 

　
一
九
六
五
年
四
月
二
七
日
よ
り
前
に
設
立
さ
れ
た
法
人
の
場
合
、
カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
、
か
つ
課
税
年
度
に
お
い
て
い
か
な
る
と
き
に
で
も
、
或

い
は
一
九
六
五
年
四
月
二
六
日
が
終
わ
っ
た
直
後
の
課
税
年
度
に
お
い
て
い
か
な
る
と
き
に
で
も
カ
ナ
ダ
居
住
者
で
あ
る
か
、
カ
ナ
ダ
で
事
業
を
営

む
法
）
45
（

人
」

こ
の
立
法
上
の
変
更
に
よ
り
、
一
九
六
五
年
四
月
二
六
日
よ
り
後
に
カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
た
法
人
、
そ
し
て
四
月
二
七
日
よ
り
前
に
カ
ナ

ダ
で
設
立
さ
れ
た
が
、
当
該
課
税
年
度
或
い
は
翌
年
に
カ
ナ
ダ
で
事
業
を
営
む
も
の
は
、
そ
の
管
理
支
配
の
場
所
に
関
わ
ら
ず
カ
ナ
ダ
居

住
者
と
み
な
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
カ
ナ
ダ
の
法
人
課
税
と
い
う
目
的
上
、
判
例
法
上
の
住
所
概
念
の
重
要
性
は
一
定

程
度
薄
れ
た
と
さ
れ
）
46
（

る
。
し
か
し
、
判
例
法
上
の
基
準
は
、
一
九
六
五
年
四
月
二
七
日
よ
り
前
に
カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
た
法
人
で
、
一
九

六
五
年
以
降
に
カ
ナ
ダ
で
事
業
を
営
ん
で
い
な
い
法
人
、
そ
し
て
海
外
で
設
立
さ
れ
た
法
人
に
関
し
て
は
未
だ
そ
の
役
割
を
残
し
て
い
）
47
（
た
。

ま
た
、
一
九
六
五
年
以
前
に
、
法
人
が
カ
ナ
ダ
で
判
例
法
上
カ
ナ
ダ
居
住
者
に
な
っ
た
こ
と
が
あ
る
場
合
に
は
、
全
て
の
管
理
支
配
が
後
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に
国
外
に
移
さ
れ
た
と
し
て
も
、
当
該
法
人
は
そ
の
立
場
を
維
持
す
る
こ
と
に
な
る
も
の
と
さ
れ
）
48
（
た
。

　
こ
の
法
が
施
行
さ
れ
た
一
九
六
〇
年
代
半
ば
に
は
、
カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
た
が
、
カ
ナ
ダ
で
は
何
の
事
業
も
行
っ
て
お
ら
ず
、
管
理
支

配
も
全
く
な
い
法
人
が
数
多
く
存
在
し
た
。
カ
ナ
ダ
議
会
は
そ
れ
ら
の
法
人
の
全
世
界
所
得
に
課
税
す
る
こ
と
を
必
ず
し
も
望
ん
で
お

ら
）
49
（
ず
、「
一
九
六
五
年
四
月
二
七
日
前
に
設
立
さ
れ
た
法
人
に
つ
い
て
は
、
当
該
課
税
年
度
の
何
時
か
、
或
い
は
一
九
六
五
年
四
月
二
六

日
後
に
終
了
す
る
前
課
税
年
度
の
何
時
か
に
、
判
例
法
の
下
で
カ
ナ
ダ
居
住
者
と
さ
れ
た
法
人
、
或
い
は
カ
ナ
ダ
で
事
業
を
営
ん
だ
法
人

に
つ
い
て
の
み
、
当
該
み
な
し
規
定
を
適
用
す
る
（ITA Sec.250

（4

）（c

））」
と
し
た
。
ま
た
、
立
法
者
は
一
九
六
五
年
四
月
二
七
日
よ
り

前
に
設
立
さ
れ
た
法
人
に
つ
き
、
こ
の
経
過
措
置
に
守
ら
れ
た
法
人
を
速
や
か
に
無
く
し
た
か
っ
た
の
だ
と
い
う
見
解
も
あ
）
50
（

る
。
実
際
に

こ
の
経
過
措
置
は
、
そ
う
い
っ
た
不
安
定
な
地
位
に
留
ま
る
法
人
を
減
ら
す
方
向
に
働
い
た
よ
う
で
あ
）
51
（
る
。

　
こ
の
経
過
措
置
の
下
で
は
、
一
九
六
五
年
四
月
二
六
日
よ
り
前
に
カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
た
法
人
に
つ
い
て
、「
カ
ナ
ダ
で
事
業
を
営

む
」
と
い
う
文
言
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
に
よ
っ
て
、
将
来
に
わ
た
る
カ
ナ
ダ
で
の
無
制
限
納
税
義
務
の
有
無
が
決
定
す
る
。
そ
の
た
め
、

当
該
文
言
を
巡
り
、
多
く
の
裁
判
が
行
わ
れ
）
52
（

た
。
そ
こ
で
は
「
事
業
を
営
む
」
と
い
う
文
言
に
つ
き
、
そ
の
継
続
性
に
着
目
し
て
狭
く
解

さ
れ
る
事
例
も
あ
れ
）
53
（
ば
、
一
つ
の
取
引
が
「
事
業
を
営
む
」
こ
と
に
該
当
す
る
と
さ
れ
た
事
例
も
あ
っ
）
54
（
た
。
こ
の
よ
う
に
、
み
な
し
居
住

者
ル
ー
ル
に
お
け
る
「
事
業
を
営
む
」
と
い
う
文
言
に
つ
い
て
の
裁
判
所
の
認
定
基
準
は
、
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
当
該
み
な

し
規
定
が
施
行
さ
れ
て
四
〇
年
以
上
も
経
つ
現
在
で
は
、
そ
の
下
で
継
続
し
て
非
居
住
者
の
立
場
を
享
受
す
る
法
人
は
ほ
と
ん
ど
な
く

な
っ
て
い
る
。
法
人
の
カ
テ
ゴ
リ
を
段
階
的
に
狭
め
、
グ
レ
ー
ゾ
ー
ン
に
属
す
る
法
人
を
徐
々
に
減
少
さ
せ
る
と
い
う
立
法
者
の
目
的
は

達
成
さ
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
）
55
（

る
。

㈢
　
小
　
括

　
こ
こ
ま
で
判
例
と
立
法
と
い
う
区
分
に
よ
っ
て
法
人
の
住
所
に
関
す
る
カ
ナ
ダ
の
対
応
を
整
理
し
て
き
た
が
、
時
系
列
に
沿
っ
て
カ
ナ
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ダ
の
法
人
の
住
所
認
定
を
整
理
す
る
と
、
以
下
の
よ
う
に
な
る
。

　
実
質
基
準
を
採
用
す
る
カ
ナ
ダ
に
と
っ
て
、
住
所
の
認
定
は
英
国
と
同
様
、
租
税
回
避
の
防
止
、
課
税
管
轄
の
確
保
と
い
う
役
割
を
負

う
。
カ
ナ
ダ
は
基
本
的
に
は
英
国
の
判
例
を
継
受
し
、
管
理
支
配
基
準
の
下
に
住
所
を
認
定
し
て
い
た
。
し
か
し
、
国
外
所
得
免
除
方
式

やSurplus-stripping

と
い
っ
た
カ
ナ
ダ
特
有
の
背
景
の
下
、
カ
ナ
ダ
に
所
在
す
る
法
人
を
使
用
し
た
租
税
回
避
ス
キ
ー
ム
が
多
く
利
用

さ
れ
た
。
こ
れ
に
対
処
す
る
た
め
、
一
九
六
五
年
に
は
設
立
地
基
準
を
導
入
す
る
立
法
が
な
さ
れ
た
。
そ
れ
は
、
カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
た

上
で
外
国
子
会
社
の
株
式
を
二
五
％
以
上
保
有
す
る
こ
と
で
国
外
所
得
免
除
方
式
の
恩
恵
を
受
け
、
管
理
支
配
を
国
外
に
移
す
こ
と
で
非

居
住
者
と
し
て
カ
ナ
ダ
の
課
税
を
逃
れ
る
も
の
に
対
し
て
課
税
を
行
う
こ
と
を
主
な
目
的
と
し
て
い
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
カ
ナ
ダ
で
設
立

さ
れ
た
法
人
に
対
し
て
は
課
税
が
強
化
さ
れ
た
。

　
一
方
で
、
一
九
七
〇
年
前
後
に
は
、
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
等
で
設
立
登
記
及
び
取
締
役
会
が
行
わ
れ
、
カ
ナ
ダ
で
は
代
理
人
が
僅
か
に

事
務
的
な
事
柄
を
負
う
の
み
で
あ
る
法
人
に
対
し
て
、
裁
判
所
は
い
く
つ
か
の
事
例
で
、
カ
ナ
ダ
に
お
け
る
「
法
的
支
配
」
を
理
由
に
カ

ナ
ダ
に
そ
の
住
所
を
認
め
た
。
そ
れ
は
、
あ
く
ま
で
「
実
質
的
な
管
理
支
配
」
に
着
目
す
るU

nit Construction

事
件
を
継
受
し
た
こ

と
と
整
合
的
で
は
な
い
と
の
批
判
を
受
け
た
。「
侵
害
ル
ー
ル
」
は
英
国
で
は
実
質
基
準
に
よ
り
自
国
の
課
税
権
を
確
保
す
る
役
割
を

担
っ
て
い
た
が
、
資
本
輸
入
国
で
あ
っ
た
当
時
の
カ
ナ
ダ
で
は
、
必
ず
し
も
そ
の
役
割
に
資
す
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
こ
の
不
整
合
に

つ
い
て
は
多
く
の
学
説
が
指
摘
・
批
判
し
、
結
果
的
に
、
英
国
判
例
の
正
確
な
継
受
へ
と
修
正
さ
れ
た
。
英
国
判
例
の
継
受
と
い
う
流
れ

の
中
で
、
判
例
に
お
け
る
住
所
認
定
の
拡
大
に
カ
ナ
ダ
の
課
税
権
の
確
保
と
い
う
役
割
を
負
わ
せ
る
こ
と
に
は
困
難
が
あ
っ
た
よ
う
に
思

わ
れ
る
。

　
こ
の
よ
う
に
、
立
法
に
よ
る
新
し
い
基
準
で
の
住
所
の
認
定
に
よ
り
、
国
内
の
課
税
を
強
化
す
る
こ
と
は
果
た
さ
れ
た
も
の
の
、
カ
ナ

ダ
で
は
判
例
に
お
け
る
住
所
認
定
は
英
国
の
よ
う
に
国
外
に
手
を
伸
ば
し
て
課
税
す
る
役
割
を
担
う
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
と
考
え
ら
れ

る
。
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三
　
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
を
使
っ
た
租
税
回
避
防
止
の
試
み

㈠
　
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
導
入
の
背
景
と
経
緯

1　

背　

景

　
一
九
三
八
年
以
降
、
カ
ナ
ダ
は
一
定
の
要
件
を
満
た
す
外
国
子
会
社
か
ら
の
配
当
に
つ
い
て
は
国
外
所
得
免
除
方
式
を
採
用
し
、
そ
れ

以
外
の
外
国
子
会
社
か
ら
の
配
当
に
つ
い
て
は
カ
ナ
ダ
で
課
税
に
服
す
も
の
と
さ
れ
）
56
（

た
（S.C. 1938, c.48, s.4

）。
カ
ナ
ダ
法
人
の
国
外
源

泉
所
得
に
か
か
る
外
国
税
は
、
そ
れ
に
つ
い
て
カ
ナ
ダ
で
支
払
う
べ
き
税
額
を
上
限
と
し
て
外
税
控
除
が
認
め
ら
れ
た
）
57
（

が
、
当
時
は
直
接

税
額
控
除
の
み
認
め
ら
れ
て
い
た
（S.C. 1919, c.55, s.3

（3

））。
一
九
四
九
年
ま
で
に
は
、
国
外
所
得
免
除
方
式
が
適
用
さ
れ
る
た
め
の

要
件
は
大
幅
に
緩
め
ら
れ
、
五
二
年
に
は
①
親
会
社
が
カ
ナ
ダ
で
上
場
し
て
い
る
こ
と
、
②
カ
ナ
ダ
親
法
人
が
議
決
権
を
二
五
％
以
上
保

有
し
て
い
る
こ
と
、
の
二
つ
に
な
っ
た
（S.C. 1948, c.52, s.28, S.C. 1949, c.25, s.12 and s.23, S.C. 1951, c.51, s.7

（1

））。
こ
う
い
っ
た
制

度
の
背
景
と
し
て
は
、
カ
ナ
ダ
居
住
者
が
国
外
投
資
を
ほ
と
ん
ど
せ
ず
、
ま
た
、
当
時
の
カ
ナ
ダ
の
税
率
が
、
カ
ナ
ダ
法
人
が
関
わ
り
の

あ
る
大
部
分
の
国
よ
り
も
低
か
っ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
）
58
（

る
。
カ
ナ
ダ
法
人
が
事
業
を
行
っ
て
い
る
国
の
大
部
分
が
カ
ナ
ダ
と
同
程
度
か
、

よ
り
高
い
税
率
を
課
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、
当
時
の
外
税
控
除
に
よ
り
カ
ナ
ダ
で
の
課
税
は
ほ
と
ん
ど
さ
れ
な
い
状
態
で
あ
っ
た
。
し
か

し
外
国
税
額
控
除
制
度
の
下
で
は
、
カ
ナ
ダ
で
の
課
税
を
免
れ
る
た
め
に
は
煩
雑
な
手
続
が
必
要
な
の
で
、
同
じ
結
果
を
よ
り
簡
便
に
実

現
す
る
た
め
に
、
外
国
子
会
社
か
ら
の
配
当
を
無
税
で
カ
ナ
ダ
所
得
に
算
入
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が
、
国
外
所
得
免
除
方
式
を
導
入

し
た
目
的
で
あ
っ
た
と
さ
れ
）
59
（
る
。

　
し
か
し
、
簡
便
な
国
際
的
二
重
課
税
の
排
除
方
式
と
し
て
よ
く
機
能
し
て
い
た
国
外
所
得
免
除
方
式
に
は
、
濫
用
が
頻
発
す
る
よ
う
に

な
る
。
二
五
％
以
上
の
株
式
保
有
を
カ
ナ
ダ
に
す
る
と
い
う
単
純
な
方
法
を
通
し
て
、
カ
ナ
ダ
は
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
と
し
て
利
用
さ
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れ
）
60
（
た
。
例
え
ば
、
一
九
六
一
年
以
前
、
カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
た
法
人
は
、
実
際
の
管
理
支
配
を
カ
ナ
ダ
国
外
の
取
締
役
の
手
に
移
す
こ
と

で
非
居
住
法
人
と
な
り
、
他
の
非
居
住
者
に
支
払
う
配
当
に
か
か
る
一
五
％
の
源
泉
税
を
免
れ
る
こ
と
が
で
き
）
61
（

た
。
つ
ま
り
、
外
国
子
会

社
か
ら
カ
ナ
ダ
へ
支
払
わ
れ
る
配
当
に
つ
い
て
は
国
外
所
得
免
除
方
式
の
下
に
無
税
と
な
り
、
当
該
法
人
か
ら
他
国
へ
と
払
い
出
さ
れ
る

配
当
に
つ
い
て
は
非
居
住
者
で
あ
る
こ
と
を
理
由
と
し
て
無
税
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。

　
そ
う
い
っ
た
ス
キ
ー
ム
を
利
用
す
る
法
人
の
個
人
株
主
は
、
そ
の
法
人
が
非
居
住
者
に
な
る
こ
と
で
、
当
時
カ
ナ
ダ
居
住
法
人
に
の
み

認
め
ら
れ
て
い
た
二
〇
％
の
配
当
税
額
控
除
を
受
け
る
こ
と
は
で
き
な
く
な
る
（ITA Sec

）
62
（.38

）。
し
か
し
、
課
税
さ
れ
る
べ
き
配
当
を
通

じ
た
利
益
よ
り
も
、
ナ
サ
ウ
法
人
の
よ
う
な
無
税
国
の
居
住
者
に
そ
の
高
く
評
価
さ
れ
た
株
式
を
売
却
し
、
無
税
で
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン

を
実
現
さ
せ
る
ほ
う
が
よ
り
利
益
が
大
き
か
っ
た
。
そ
し
て
、
株
式
を
購
入
す
る
側
の
法
人
も
ま
た
、
カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
て
い
れ
ば
、

取
締
役
を
任
命
し
、
バ
ハ
マ
に
法
人
の
住
所
を
移
す
こ
と
で
非
居
住
者
と
な
り
、
カ
ナ
ダ
及
び
海
外
の
納
税
義
務
を
負
う
こ
と
な
く
清
算

さ
れ
）
63
（
る
。
そ
の
上
、
ア
メ
リ
カ
法
人
は
、
カ
ナ
ダ
で
子
会
社
を
設
立
し
て
、
そ
の
子
会
社
を
カ
ナ
ダ
国
外
で
運
営
・
管
理
を
さ
せ
る
こ
と

に
よ
っ
て
、
そ
の
国
外
所
得
を
米
国
歳
入
庁
が
把
握
で
き
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
が
で
き
）
64
（

た
。
当
該
子
会
社
は
カ
ナ
ダ
の
非
居
住
者
で
あ

り
、
そ
の
国
外
で
の
活
動
か
ら
稼
得
し
た
所
得
は
カ
ナ
ダ
の
所
得
税
に
服
さ
な
か
っ
た
か
ら
で
あ
）
65
（
る
。
そ
の
よ
う
な
国
外
所
得
が
後
に
配

当
の
形
で
米
国
親
会
社
に
渡
っ
て
も
、
当
該
子
会
社
は
カ
ナ
ダ
の
非
居
住
者
な
の
で
、
カ
ナ
ダ
の
源
泉
税
に
は
服
さ
な
い
。
こ
の
よ
う
な

繰
延
は
、
最
小
限
の
納
税
義
務
で
の
更
な
る
ア
メ
リ
カ
の
国
外
進
出
を
許
し
）
66
（
た
。
そ
れ
ゆ
え
カ
ナ
ダ
は
、
法
人
税
率
が
ア
メ
リ
カ
と
同
等
、

或
い
は
ア
メ
リ
カ
よ
り
も
高
い
に
も
関
わ
ら
ず
、
意
図
せ
ず
「
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
」
の
役
割
を
果
た
し
て
い
）
67
（

た
。
ま
た
、
第
二
次
世
界

大
戦
後
、
カ
ナ
ダ
居
住
者
に
よ
る
海
外
投
資
が
劇
的
に
増
加
し
た
こ
と
も
あ
り
、
海
外
源
泉
所
得
課
税
の
よ
り
洗
練
さ
れ
た
ア
プ
ロ
ー
チ

の
重
要
性
が
明
ら
か
に
な
っ
て
い
っ
）
68
（
た
。
そ
し
て
、
一
九
六
〇
年
代
以
降
の
カ
ー
タ
ー
委
員
会
の
報
告
書
を
基
礎
と
す
る
大
規
模
な
税
制

改
革
の
波
の
な
か
で
、
そ
れ
ら
は
是
正
さ
れ
る
べ
き
制
度
と
し
て
検
討
の
俎
上
に
載
せ
ら
れ
）
69
（

る
。

2　

経　

緯
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問
題
は
大
き
く
分
け
て
二
つ
あ
っ
た
。
①
国
外
所
得
免
除
方
式
が
濫
用
さ
れ
、
カ
ナ
ダ
が
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
の
役
割
を
担
っ
て
い
る

こ
と
、
②
バ
ミ
ュ
ー
ダ
等
他
の
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
を
利
用
し
た
租
税
回
避
が
横
行
し
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
上
述
の
ス
キ
ー
ム
は
こ
れ

ら
二
つ
の
組
合
せ
で
あ
り
、
カ
ー
タ
ー
委
員
会
報
告
書
で
は
、
包
括
的
所
得
概
念
に
照
ら
し
、
現
行
制
度
下
で
の
国
外
所
得
が
過
少
課
税

で
あ
る
こ
）
70
（
と
、
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
を
利
用
し
た
租
税
回
避
や
課
税
繰
延
は
最
小
化
さ
れ
る
べ
き
こ
と
が
指
摘
さ
れ
）
71
（
た
。
そ
こ
で
は
国
外

所
得
は
国
内
所
得
と
同
様
に
課
税
さ
れ
る
べ
き
も
の
と
さ
れ
、
カ
ナ
ダ
居
住
者
は
海
外
法
人
を
通
じ
て
国
外
源
泉
所
得
を
稼
得
す
る
こ
と

で
カ
ナ
ダ
の
税
を
繰
り
延
べ
る
こ
と
が
で
き
る
べ
き
で
は
な
）
72
（
く
、
海
外
法
人
に
よ
っ
て
稼
得
さ
れ
、
カ
ナ
ダ
居
住
者
に
発
生
す
る
所
得
は
、

稼
得
さ
れ
た
時
に
ト
ッ
プ
の
個
人
税
率
で
課
税
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
さ
れ
）
73
（

た
。
カ
ー
タ
ー
委
員
会
報
告
書
で
は
、
こ
れ
ら
へ
の
対
処
と

し
て
、
ま
た
当
該
報
告
書
で
検
討
さ
れ
た
カ
ナ
ダ
税
制
全
体
の
政
策
と
整
合
的
な
制
度
と
し
て
以
下
の
よ
う
な
も
の
が
提
言
さ
れ
た
。

　
報
告
書
で
は
、
外
国
税
に
対
し
一
定
の
考
慮
を
す
べ
き
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
が
、
委
員
会
は
当
時
の
国
外
所
得
免
除
方
式
を
以
下
の
よ

う
な
理
由
で
否
定
し
た
。
外
国
税
額
控
除
方
式
の
代
替
と
し
て
の
国
外
所
得
免
除
方
式
は
、
行
政
上
の
簡
便
さ
を
提
供
す
る
一
方
、
重
大

な
租
税
回
避
及
び
カ
ナ
ダ
が
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
と
し
て
利
用
さ
れ
る
こ
と
を
許
し
、
海
外
の
支
店
と
子
会
社
を
差
別
す
）
74
（

る
。
そ
の
上
で

委
員
会
は
、
海
外
源
泉
に
か
か
る
カ
ナ
ダ
税
額
い
っ
ぱ
い
の
完
全
な
税
額
控
除
方
式
も
、
全
く
税
額
控
除
を
し
な
い
方
式
も
拒
絶
し
た
。

前
者
は
「
全
て
の
居
住
者
は
何
ら
か
の
公
共
の
便
益
を
受
け
て
お
り
、
そ
の
提
供
を
受
け
る
た
め
の
何
ら
か
の
税
負
担
を
負
う
べ
き
で
あ

る
」
と
の
理
由
、
後
者
は
「
カ
ナ
ダ
人
に
よ
る
海
外
投
資
の
妨
げ
は
僅
か
で
も
損
失
で
あ
り
、
そ
の
損
失
は
他
国
が
関
係
す
れ
ば
大
き
く

な
り
得
る
」
と
の
理
由
に
よ
）
75
（

る
。
委
員
会
は
ま
た
、
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
を
利
用
し
た
租
税
回
避
に
は
完
全
な
税
額
控
除
方
式
で
は
対
応

で
き
な
い
こ
と
を
考
慮
し
）
76
（

た
。
し
か
し
、
ア
メ
リ
カ
の
サ
ブ
パ
ー
ト
Ｆ
の
よ
う
な
制
度
は
複
雑
に
す
ぎ
る
と
し
）
77
（

て
、
よ
り
簡
便
で
同
様
の

効
果
を
期
待
で
き
る
制
度
を
提
案
し
た
。
最
終
的
に
、
カ
ー
タ
ー
委
員
会
報
告
書
で
は
、
株
式
保
有
要
件
の
二
五
％
か
ら
一
〇
％
へ
の
引

き
下
げ
が
提
案
さ
）
78
（

れ
、
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
対
策
案
と
し
て
、
外
国
税
が
三
〇
％
を
超
え
る
場
合
に
は
配
当
が
カ
ナ
ダ
人
株
主
に
支
払
わ

れ
る
ま
で
追
加
課
税
は
さ
れ
な
い
が
、
三
〇
％
を
超
え
な
い
場
合
に
は
、
三
〇
％
と
の
差
額
を
特
別
税
と
し
て
カ
ナ
ダ
に
納
め
る
と
す
る
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案
が
出
さ
れ
）
79
（
た
。
こ
の
提
案
は
、
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
で
の
所
得
を
発
生
ベ
ー
ス
で
把
握
す
る
こ
と
は
複
雑
で
困
難
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

よ
り
簡
便
な
方
法
と
し
て
採
用
さ
れ
た
。
し
か
し
、
こ
の
提
案
は
多
く
の
批
判
に
晒
さ
れ
、
実
際
の
制
度
案
と
し
て
日
の
目
を
見
る
こ
と

は
な
か
っ
）
80
（
た
。

　
報
告
書
か
ら
三
年
後
の
一
九
六
九
年
、
カ
ー
タ
ー
委
員
会
報
告
書
を
ベ
ー
ス
と
し
て
、
大
規
模
な
税
制
改
正
大
綱
が
提
出
さ
れ
）
81
（
た
。
そ

こ
で
は
、
外
国
子
会
社
課
税
に
つ
き
、
二
つ
の
制
度
が
提
案
さ
れ
た
。
外
国
子
会
社
ル
ー
ル
と
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
で
あ
）
82
（

る
。
外
国
子
会
社

ル
ー
ル
は
主
に
国
外
所
得
免
除
方
式
の
弊
害
に
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
を
利
用
し
た
租
税
回
避
に
対
応
し
た
も
の
と

思
わ
れ
る
。
改
正
大
綱
か
ら
二
年
、
議
会
の
委
員
会
に
よ
る
議
論
を
経
て
、
一
九
七
一
年
に
こ
れ
ら
の
ル
ー
ル
を
含
む
法
案
が
可
決
さ

れ
）
83
（
た
。
し
か
し
、
修
正
提
案
が
な
さ
れ
た
こ
と
や
、
即
時
の
導
入
の
困
難
か
ら
、
実
際
の
施
行
は
少
な
く
と
も
一
年
遅
ら
せ
る
こ
と
が
合

意
さ
れ
）
84
（

た
。

㈡
　
カ
ナ
ダ
に
お
け
る
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
概
要
と
そ
の
趣
旨

1　

概　

要

　
一
九
七
二
年
改
正
の
議
論
で
可
決
さ
れ
、
施
行
が
延
期
さ
れ
た
国
際
課
税
ル
ー
ル
は
、
外
国
子
会
社
ル
ー
ル
と
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
の
二

つ
で
あ
る
。
し
か
し
、
住
所
と
の
関
係
上
本
稿
で
は
主
に
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
に
焦
点
を
当
て
る
た
め
に
、
外
国
子
会
社
ル
ー
ル
に
つ
い
て
は
簡
単

に
触
れ
る
に
留
め
る
。
外
国
子
会
社
ル
ー
ル
は
以
下
の
よ
う
な
制
度
で
あ
る
。
ま
ず
「
外
国
子
会
社
（Foreign Affiliate

）」
は
、
カ
ナ
ダ

株
主
が
直
接
・
間
接
に
一
〇
％
以
上
の
い
か
な
る
種
類
の
も
の
で
も
株
式
を
保
有
す
る
法
人
の
こ
と
を
い
う
（ITA 95

（1

））。
カ
ナ
ダ
法

人
納
税
者
の
外
国
子
会
社
に
よ
っ
て
稼
得
さ
れ
たActive

事
業
所
得
は
、「Listed countries

」
に
所
在
す
る
か
ど
う
か
に
よ
っ
て
、
課

税surplus

（Regulation 5907

（1

））
か
免
税surplus

（Regulation 5907

（1

））
に
帰
属
す
る
。「Listed countries

」
は
一
九
七
四
年
当

時
で
三
五
か
国
あ
り
、
カ
ナ
ダ
が
租
税
条
約
を
締
結
し
発
効
し
て
い
る
国
或
い
は
租
税
条
約
の
内
容
に
つ
き
一
般
的
な
合
意
に
達
し
て
い
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る
国
が
含
ま
れ
る
（Regulation 5907

（11

））。
免
税surplus

（
条
約
締
結
国
で
のActive

所
得
）
か
ら
払
い
出
さ
れ
た
配
当
に
は
国
外
所
得

免
税
方
式
が
適
用
さ
れ
（ITA 113

（1

）（a

））、
課
税surplus

（
条
約
締
結
国
以
外
の
国
で
課
得
し
たActive

所
得
、
そ
の
他
所
得
）
に
は
直
接
及

び
間
接
税
額
控
除
を
伴
う
外
国
税
額
控
除
方
式
が
適
用
さ
れ
る
（ITA 113

（1

）（b

）（c

））。

　
一
方
、
一
般
に
カ
ナ
ダ
版
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
と
さ
れ
る
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
、
以
下
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
。
カ
ナ
ダ
の
居
住
納
税
者
は
、

支
配
外
国
子
会
社
に
よ
っ
て
稼
得
さ
れ
た
「Foreign Accrual Property Incom

e

（
以
下
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
と
い
う
）」
に
つ
き
、
持
分
割
合
に
応

じ
て
、
発
生
ベ
ー
ス
で
自
ら
の
所
得
に
含
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（ITA 91

（1

））。
当
該
所
得
が
子
会
社
に
よ
っ
て
配
当
さ
れ
て
い
る
か

を
問
わ
ず
、
ま
た
、
子
会
社
の
所
在
国
も
問
わ
な
い
。
こ
れ
ら
の
ル
ー
ル
は
、
法
人
に
も
個
人
に
も
等
し
く
適
用
さ
れ
る
。
配
分
は
子
会

社
の
課
税
年
度
末
の
持
分
に
応
じ
て
な
さ
れ
る
（ITA 95

（1

））。
一
般
に
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
が
支
払
配
当
と
し
て
カ
ナ
ダ
国
内
に
戻
っ
て
き
た

際
に
は
、
当
該
配
当
に
か
か
る
配
当
外
国
源
泉
税
の
控
除
が
で
き
、
更
な
る
カ
ナ
ダ
で
の
課
税
は
な
）
85
（

い
。
ま
た
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
と
認
定
さ
れ

た
所
得
の
う
ち
、
カ
ナ
ダ
納
税
者
の
支
配
外
国
子
会
社
に
よ
っ
て
稼
得
さ
れ
た
の
で
は
な
い
も
の
は
課
税surplus

に
含
め
ら
れ
、
配
当

と
し
て
カ
ナ
ダ
に
支
払
わ
れ
た
際
に
課
税
に
服
す
る
。
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
に
は
外
国
子
会
社
の
資
産
か
ら
の
所
得
、Active

事
業
以
外
か
ら
の

所
得
、「
除
外
さ
れ
た
資
産
」
以
外
の
資
産
譲
渡
か
ら
得
ら
れ
る
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
が
含
ま
れ
、
そ
れ
ら
か
ら
生
じ
る
キ
ャ
ピ
タ
ル
ロ

ス
を
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
）
86
（

る
。

2　

趣　

旨

　
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
の
趣
旨
を
考
え
る
に
当
た
っ
て
、
重
要
な
も
の
は
適
用
対
象
法
人
と
、
算
入
さ
れ
る
べ
き
所
得
の
範
囲
で
あ
る
。
現

行
の
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
の
下
で
は
、
非
居
住
法
人
に
よ
っ
て
稼
得
さ
れ
た
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
は
、
課
税
年
度
の
い
か
な
る
時
に
で
も
、
非
居
住
法

人
が
カ
ナ
ダ
居
住
納
税
者
の
支
配
外
国
子
会
社
で
あ
る
場
合
に
の
み
、
カ
ナ
ダ
居
住
納
税
者
の
所
得
に
算
入
さ
れ
る
。
基
本
的
に
、
外
国

法
人
が
支
配
外
国
子
会
社
と
さ
れ
る
た
め
に
は
、
外
国
法
人
は
カ
ナ
ダ
に
居
住
す
る
者
に
よ
っ
て
支
配
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

（ITA Subsec.95

（1

））。「
外
国
子
会
社
」
は
一
般
に
、
カ
ナ
ダ
居
住
納
税
者
は
直
接
に
少
な
く
と
も
一
％
の
株
式
を
所
有
し
、
他
の
関
連
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者
と
合
わ
せ
て
少
な
く
と
も
一
〇
％
の
株
式
を
所
有
し
て
い
る
法
人
と
定
義
さ
れ
る
（ITA Subsec.95

（1

））。
そ
し
て
、「
外
国
子
会
社
」

の
中
で
も
、「
支
配
外
国
子
会
社
」
と
定
義
さ
れ
る
も
の
に
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
が
適
用
さ
れ
）
87
（

る
。
カ
ナ
ダ
に
居
住
す
る
納
税
者
の
「
支

配
外
国
子
会
社
」
は
、
①
当
該
納
税
者
、
②
当
該
納
税
者
と
、
そ
の
他
カ
ナ
ダ
に
居
住
す
る
四
人
を
超
え
な
い
納
税
者
、
③
当
該
納
税
者

以
外
の
四
人
を
超
え
な
い
カ
ナ
ダ
に
居
住
す
る
者
、
④
当
該
納
税
者
と
独
立
第
三
者
の
関
係
に
な
い
者
及
び
そ
の
よ
う
な
者
の
グ
ル
ー
プ
、

⑤
当
該
納
税
者
と
、
そ
の
者
と
独
立
第
三
者
の
関
係
に
な
い
者
及
び
そ
の
よ
う
な
者
の
グ
ル
ー
プ
、
に
よ
っ
て
支
配
さ
れ
る
法
人
で
あ
る

（ITA Subsec.95

（1
））。
ま
た
、
こ
こ
で
い
う
「
支
配
」
と
は
議
決
権
の
保
有
に
よ
る
「
法
的
支
配
」
で
あ
り
、「
法
的
支
配
」
は
、
一
人

以
上
の
者
が
取
締
役
会
の
選
出
に
お
い
て
多
数
派
を
構
成
す
る
に
足
る
議
決
権
を
保
有
す
る
場
合
に
存
在
す
る
も
の
と
さ
れ
）
88
（

る
。

　
し
か
し
、
導
入
当
初
の
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
に
お
い
て
「
支
配
」
は
前
提
条
件
で
は
な
か
っ
た
。
一
九
七
二
年
に
提
案
さ
れ
、
一
九
七
六

年
か
ら
発
効
し
た
制
度
で
は
、
一
定
の
条
件
下
で
、
議
決
権
割
合
の
二
五
％
を
所
有
し
て
い
れ
ば
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
が
適
用
さ
れ
る
こ
と

と
さ
れ
て
い
）
89
（
た
。
Ｃ
Ｆ
Ｃ
ル
ー
ル
を
繰
延
防
止
措
置
と
し
て
捉
え
た
場
合
、
そ
の
対
象
を
支
配
外
国
子
会
社
と
し
な
い
こ
と
は
考
え
に
く

い
よ
う
に
思
わ
れ
）
90
（

る
。
支
配
外
国
子
会
社
の
所
得
だ
か
ら
こ
そ
、
い
ず
れ
国
内
に
配
当
さ
れ
る
が
、
意
図
的
に
配
当
し
な
い
ま
ま
に
な
っ

て
い
る
も
の
と
し
て
そ
の
課
税
繰
延
を
防
止
す
る
た
め
に
、
子
会
社
の
所
得
は
親
会
社
の
所
得
に
合
算
さ
れ
）
91
（
る
。
し
か
し
、
カ
ナ
ダ
の
Ｆ

Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
そ
の
支
配
を
前
提
と
し
て
い
な
い
。
こ
の
こ
と
は
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
が
「
課
税
繰
延
防
止
型
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
」
で
は
な
か
っ
た

こ
と
を
示
唆
す
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

　
現
行
制
度
で
は
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
を
構
成
す
る
海
外
投
資
か
ら
の
所
得
は
、
カ
ナ
ダ
居
住
者
が
間
接
或
い
は
直
接
に
そ
の
海
外
法
人
の
支
配
的

所
有
を
行
う
場
合
に
の
み
発
生
ベ
ー
ス
で
課
税
さ
れ
る
。
換
言
す
れ
ば
、
海
外
投
資
は
カ
ナ
ダ
居
住
者
が
株
式
所
有
と
い
う
意
味
で
の
法

人
の
法
的
支
配
を
有
す
る
も
の
に
つ
き
課
税
さ
れ
る
。
つ
ま
り
、
株
主
を
通
し
て
カ
ナ
ダ
と
重
要
な
関
連
性
を
有
す
る
外
国
法
人
で
、
そ

う
で
な
け
れ
ば
法
人
の
住
所
概
念
の
欠
陥
の
た
め
に
カ
ナ
ダ
の
課
税
管
轄
か
ら
逃
れ
る
も
の
に
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
適
用
さ
れ
）
92
（

る
。
こ
の

よ
う
に
「
支
配
外
国
子
会
社
」
の
定
義
に
よ
り
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
を
適
用
す
る
カ
ナ
ダ
親
法
人
と
海
外
子
会
社
の
間
に
実
質
的
な
結
び
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つ
き
が
要
請
さ
れ
）
93
（
る
。

　
ま
た
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
で
はActive

所
得
とPassive

所
得
を
区
別
し
て
い
る
。
海
外
直
接
投
資
の
重
要
さ
と
価
値
を
認
識
し
、
Ｆ

Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
そ
の
よ
う
な
所
得
はActive

事
業
か
ら
の
所
得
と
考
え
、
カ
ナ
ダ
親
会
社
の
所
得
に
算
入
さ
れ
る
べ
き
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
か

ら
除
外
す
）
94
（
る
。
反
対
に
、Passive

所
得
は
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
を
構
成
し
、
カ
ナ
ダ
居
住
納
税
者
に
割
り
当
て
ら
れ
る
。
と
り
わ
け
、「
Ｆ
Ａ
Ｐ

Ｉ
」
と
い
う
文
言
は
、
二
種
類
の
所
得
を
指
す
。
資
産
所
得
と
、Active

事
業
以
外
の
事
業
か
ら
の
所
得
で
あ
る
。
概
念
的
に
は
、
資

産
所
得
と
非Active
事
業
所
得
は
、Active

事
業
所
得
の
反
対
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
所
得
の
源
泉
の
区
別
は
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
の
効

果
的
な
運
営
の
基
礎
と
な
る
も
の
で
あ
る
。
所
得
の
源
泉
の
判
断
を
通
し
て
、
政
策
的
な
考
慮
が
示
さ
れ
、
配
分
が
決
定
さ
れ
）
95
（

る
。

　
一
九
九
五
年
の
改
正
ま
で
、Active

事
業
所
得
は
制
定
法
上
定
義
さ
れ
て
お
ら
ず
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
の
文
脈
に
お
い
て
も
、
小
規

模
事
業
の
た
め
の
控
除
に
か
か
る
当
該
文
言
の
判
例
上
の
解
釈
と
同
一
に
解
さ
れ
、
か
な
り
幅
広
い
事
業
を
含
む
も
の
と
さ
れ
て
い
）
96
（

た
。

し
か
し
、
判
）
97
（
例
に
お
い
て
、
租
税
回
避
ス
キ
ー
ム
の
一
環
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
利
子
所
得
が
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
に
お
け
るActive

事
業

と
認
定
さ
れ
た
こ
と
を
機
に
、
条
文
上
の
定
義
が
導
入
さ
れ
）
98
（

た
。
一
九
九
五
年
改
正
で
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
に
つ
い
て
「Active

事
業
」

「Active

事
業
か
ら
の
所
得
」「
資
産
所
得
」
と
い
っ
た
も
の
の
定
義
や
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
と
み
な
さ
れ
る
も
の
を
拡
大
す
る
規
定
が
導
入
さ

れ
た
の
で
あ
）
99
（

る
。
そ
こ
で
は
様
々
な
所
得
の
源
泉
が
「
資
産
所
得
」「Active

事
業
か
ら
の
所
得
」
と
み
な
さ
れ
る
も
の
と
し
て
規
定
さ

れ
て
い
る
。
純
粋
にPassive

な
性
質
の
も
の
に
加
え
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
に
は
「
投
資
事
業
」
か
ら
の
所
得
や
「
取
引
や
債
務
か
ら
の
所
得
」、

「
外
国
子
会
社
に
よ
っ
て
稼
得
さ
れ
た
様
々
な
所
得
で
、
対
応
す
る
控
除
が
カ
ナ
ダ
の
課
税
ベ
ー
ス
を
侵
食
す
る
も
の
」
が
含
ま
れ
る
こ

と
と
な
っ
）
100
（
た
。

　
こ
の
よ
う
に
一
定
の
所
得
を
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
に
算
入
し
、
一
定
の
所
得
を
除
外
す
る
こ
と
で
、
カ
ナ
ダ
は
「
資
本
輸
出
中
立
性
」
と
「
資
本

輸
入
中
立
性
」
と
い
う
相
違
す
る
目
的
の
バ
ラ
ン
ス
を
と
ろ
う
と
し
て
き
）
101
（

た
。
外
国
子
会
社
を
通
じ
た
海
外
直
接
投
資
の
課
税
上
の
取
扱

い
に
関
し
て
、
カ
ナ
ダ
は
国
外
所
得
免
除
方
式
と
外
国
税
額
控
除
方
式
の
両
方
を
採
用
し
た
が
、
そ
こ
で
はActive

事
業
所
得
は
免
税
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さ
れ
、
そ
れ
ゆ
え
資
本
輸
入
中
立
性
を
反
映
し
、
一
方
で
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
に
よ
り
一
定
の
所
得
が
カ
ナ
ダ
国
内
と
同
レ
ベ
ル
の
課
税
を
受
け
る

こ
と
で
、
資
本
輸
出
中
立
性
を
保
っ
て
い
）
102
（

る
。
ま
た
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
、
複
雑
な
ル
ー
ル
を
通
し
て
、
納
税
者
が
二
重
課
税
に
服
さ

な
い
よ
う
に
作
ら
れ
て
お
り
、
所
得
の
源
泉
に
よ
っ
て
そ
れ
ら
が
算
入
さ
れ
た
り
除
外
さ
れ
た
り
す
る
仕
組
み
を
通
し
て
、
カ
ナ
ダ
が
有

益
と
信
じ
る
所
得
に
対
す
る
中
立
性
を
保
ち
な
が
ら
、
カ
ナ
ダ
の
競
争
力
を
維
持
し
て
い
）
103
（
る
。

㈢
　
小
　
括

　
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
、
カ
ナ
ダ
の
居
住
納
税
者
に
よ
っ
て
株
式
所
有
を
通
し
た
「
法
的
支
配
」
が
行
わ
れ
て
い
る
法
人
、
そ
の
よ
う
な

実
質
的
な
つ
な
が
り
の
認
め
ら
れ
る
法
人
に
つ
い
て
、
一
定
の
所
得
を
カ
ナ
ダ
居
住
納
税
者
の
所
得
に
発
生
ベ
ー
ス
で
算
入
す
る
。
そ
こ

に
含
め
ら
れ
る
べ
き
外
国
子
会
社
の
所
得
は
、
中
立
性
の
確
保
と
い
う
観
点
か
ら
調
整
さ
れ
る
。
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
導
入
の
当
初
、
そ
の

適
用
法
人
は
二
五
％
を
カ
ナ
ダ
の
居
住
者
に
所
有
さ
れ
て
い
る
法
人
と
さ
れ
て
お
り
、
他
国
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
に
比
べ
、
そ
の
適
用
対
象
と

な
る
株
式
の
保
有
割
合
は
低
か
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
現
在
の
「
支
配
外
国
子
会
社
」
よ
り
も
そ
の
支
配
の
程
度
の
低
い
法
人
に
ま
で
対
象

を
広
く
と
っ
て
い
た
こ
と
は
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
が
元
々
、
一
般
的
な
「
課
税
繰
延
防
止
型
税
制
」
と
い
う
よ
り
は
「
課
税
管
轄
離
脱
防

止
型
税
制
」
で
あ
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
ま
た
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
に
算
入
す
べ
き
も
の
と
免
除
す

べ
き
も
の
の
判
断
を
通
し
て
、
中
立
性
の
確
保
及
び
競
争
力
の
維
持
を
実
現
し
て
き
た
。
当
初
はActive

事
業
所
得
が
幅
広
く
捉
え
ら

れ
て
い
た
た
め
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
に
含
め
ら
れ
る
所
得
は
さ
ほ
ど
多
く
な
か
っ
た
が
、
一
九
九
五
年
の
改
正
に
よ
り
、
そ
れ
は
政
策
的
に
除
く

べ
き
一
定
のActive

事
業
所
得
以
外
の
、
幅
広
い
所
得
を
含
む
よ
う
に
な
っ
た
。
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
、
そ
の
適
用
範
囲
を
定
め
る
こ

と
で
中
立
性
の
確
保
や
競
争
力
の
維
持
に
資
す
る
こ
と
が
で
き
、
か
つ
課
税
管
轄
離
脱
を
一
定
程
度
防
止
す
る
機
能
を
有
す
る
制
度
で
あ

る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
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四
　
両
制
度
の
比
較

㈠
　
両
制
度
の
役
割

―
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
導
入
前
の
議
論

　
一
九
六
六
年
の
カ
ー
タ
ー
委
員
会
報
告
書
、
そ
れ
を
受
け
た
一
九
六
九
年
の
ホ
ワ
イ
ト
ペ
ー
パ
ー
を
基
礎
と
し
て
一
九
七
〇
年
か
ら
七

一
年
に
か
け
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
や
外
国
子
会
社
ル
ー
ル
を
含
む
大
規
模
な
税
制
改
正
案
が
議
論
さ
れ
た
。
そ
れ
に
つ
い
て
検
討
を
担
っ

た
上
院
委
員
会
の
議
論
の
中
で
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
以
下
の
よ
う
に
論
じ
ら
れ
た
。

　「
委
員
会
は
、
今
あ
る
租
税
回
避
の
濫
用
は
所
得
税
法
の
現
行
規
定
の
下
で
実
質
的
に
防
ぐ
こ
と
が
で
き
な
い
の
か
ど
う
か
、
そ
の
よ
う
な
濫
用
防

止
の
失
敗
は
立
法
の
欠
如
で
は
な
く
、
現
行
法
実
施
の
穴
に
原
因
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
、
と
い
う
疑
問
を
呈
す
る
。
こ
の
点
に
つ
き
、
委
員
会
は
現

行
所
得
税
法
…
…
（
以
下
略
）
等
、
現
在
の
判
例
法
に
お
け
る
法
人
住
所
に
つ
い
て
の
ル
ー
ル
、
代
理
人
に
つ
い
て
の
ル
ー
ル
な
ど
を
付
記
し
て
い
る
。

そ
れ
ら
は
適
正
に
運
営
さ
れ
れ
ば
　
租
税
回
避
に
対
す
る
本
当
の
武
器
庫
を
形
成
す
る
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
委
員
会
は
、
カ
ナ
ダ
或
い
は
カ
ナ
ダ
の

州
で
設
立
さ
れ
た
全
て
の
法
人
を
居
住
者
と
す
る
こ
と
に
加
え
、
外
国
設
立
法
人
の
カ
ナ
ダ
居
住
者
の
定
義
を
拡
大
し
、
そ
の
取
締
役
会
が
ど
こ
で
そ

の
権
力
を
執
行
し
て
い
よ
う
と
も
、
実
際
に
カ
ナ
ダ
で
管
理
支
配
さ
れ
て
い
る
す
べ
て
の
外
国
設
立
法
人
を
含
む
こ
と
を
提
案
す
）
104
（
る
。」

　
こ
こ
で
は
、
現
行
の
居
住
者
の
定
義
を
拡
大
し
、
執
行
を
強
化
す
る
こ
と
で
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
導
入
の
必
要
は
な
く
な
る
と
指
摘
さ

れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
と
住
所
の
認
定
が
、
課
税
管
轄
か
ら
の
離
脱
防
止
と
い
う
点
で
役
割
を
同
じ
く
す
る
こ
と

は
、
当
初
か
ら
認
識
さ
れ
て
い
た
。
委
員
会
は
、
一
九
七
一
年
一
一
月
の
報
告
書
に
お
い
て
も
同
様
の
趣
旨
を
述
べ
て
い
る
）
105
（

が
、
外
国
子

会
社
ル
ー
ル
と
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
、
議
会
に
よ
る
修
正
の
後
、
一
九
七
六
年
に
発
効
し
た
。
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㈡
　
租
税
回
避
防
止
の
範
囲

1　

住
所
の
認
定
に
よ
る
租
税
回
避
防
止
の
範
囲

　
判
例
は
「
実
質
的
な
管
理
支
配
」
を
カ
ナ
ダ
で
行
う
法
人
に
つ
き
、
カ
ナ
ダ
に
住
所
を
認
定
す
る
。
そ
し
て
、
法
人
の
実
質
的
な
管
理

支
配
が
、
親
会
社
等
に
侵
害
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
実
際
に
実
質
的
な
管
理
支
配
を
行
う
も
の
に
住
所
を
認
定
す
る
。
英
国
の
よ
う
な

資
本
輸
出
国
で
は
な
く
資
本
輸
入
国
で
あ
っ
た
カ
ナ
ダ
に
と
っ
て
は
、
こ
の
「
侵
害
ル
ー
ル
」
は
、
課
税
管
轄
の
確
保
に
資
す
る
も
の
で

は
な
か
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
カ
ナ
ダ
の
い
く
つ
か
の
判
例
で
は
、「
実
質
的
な
管
理
支
配
」
が
侵
害
さ
れ
て
い
た
と
し
て
も
、
カ
ナ
ダ
で

行
わ
れ
た
法
人
の
「
法
的
支
配
」
を
理
由
に
、
当
該
法
人
は
カ
ナ
ダ
の
居
住
者
で
あ
る
と
認
定
し
て
い
る
。
こ
こ
で
い
う
「
法
的
支
配
」

は
、「
実
質
的
管
理
」
と
は
異
な
る
「
法
的
権
限
の
執
行
」
に
近
い
も
の
で
あ
る
。
カ
ナ
ダ
に
は
「
実
質
的
な
管
理
支
配
」
で
は
な
く

「
法
的
支
配
」
が
行
わ
れ
て
い
る
法
人
が
多
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
法
的
支
配
の
地
に
住
所
を
認
定
す
る
こ
と
は
、
カ
ナ
ダ
の
課
税
権
の
確

保
に
資
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
基
本
的
に
は
、
英
国
判
例
法
に
よ
る
住
所
の
認
定
基
準
は
、
管
理
支
配
を
そ
の
基
準
と
し
た
こ
と
、
管
理

支
配
の
分
割
に
よ
る
二
重
住
所
を
認
め
る
こ
と
、
管
理
支
配
の
侵
害
を
認
定
す
る
こ
と
等
、
い
ず
れ
も
課
税
権
を
拡
大
し
、
英
国
国
外
に

拡
張
す
る
方
向
に
発
展
し
て
き
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
そ
の
背
景
の
違
い
か
ら
カ
ナ
ダ
に
お
い
て
は
、
そ
れ
ら
は
必
ず
し
も
国
外
へ

の
課
税
権
の
拡
大
に
資
す
る
も
の
で
は
な
く
、
む
し
ろ
英
国
判
例
の
正
確
な
継
受
に
よ
っ
て
「
実
質
的
な
管
理
支
配
の
侵
害
」
を
積
極
的

に
認
定
す
る
こ
と
は
、
国
内
の
課
税
権
が
認
め
ら
れ
な
い
こ
と
を
意
味
し
た
。
し
か
し
、「
法
的
支
配
」
を
理
由
に
国
内
の
課
税
権
を
認

め
る
い
く
つ
か
の
判
例
は
、
英
国
の
判
例
を
継
受
し
た
こ
と
と
の
整
合
性
が
疑
問
視
さ
れ
、
例
外
と
し
て
扱
わ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
カ

ナ
ダ
に
お
け
る
判
例
上
の
住
所
は
、
国
外
へ
と
課
税
権
を
拡
大
す
る
機
能
も
、
国
内
の
課
税
権
を
確
保
す
る
機
能
も
、
十
分
に
は
果
た
す

こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
と
い
え
る
。

　
一
方
、
立
法
に
よ
る
住
所
の
認
定
は
、
主
に
「
カ
ナ
ダ
で
設
立
さ
れ
た
法
人
」
に
つ
き
、
カ
ナ
ダ
に
そ
の
住
所
を
認
定
す
る
。
そ
れ
は
、
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カ
ナ
ダ
に
お
け
る
国
外
所
得
免
税
制
度
と
、
実
質
的
な
管
理
支
配
を
基
準
と
す
る
住
所
認
定
を
利
用
し
た
租
税
回
避
ス
キ
ー
ム
に
歯
止
め

を
か
け
る
た
め
、
カ
ナ
ダ
国
内
に
所
在
す
る
法
人
へ
の
課
税
を
強
化
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
当
該
立
法
は
そ
の
趣
旨
に
お
い
て
は
機
能
し

た
が
、
そ
れ
は
国
内
の
課
税
権
を
確
保
す
る
機
能
の
み
果
た
す
こ
と
が
で
き
た
。

　
こ
の
よ
う
に
、
カ
ナ
ダ
に
お
け
る
住
所
の
認
定
に
よ
る
課
税
管
轄
か
ら
の
逸
脱
防
止
は
、
英
国
判
例
の
継
受
と
経
済
的
背
景
の
ミ
ス

マ
ッ
チ
も
あ
っ
て
、
十
分
に
機
能
し
な
か
っ
た
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

2　

Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
に
よ
る
租
税
回
避
防
止
の
範
囲

　
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
、
現
行
制
度
で
は
そ
の
適
用
を
支
配
外
国
子
会
社
の
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
に
限
定
し
、
対
象
を
画
し
て
い
る
。
そ
れ
は
、
株

主
構
成
に
よ
っ
て
適
用
法
人
を
決
定
し
、
そ
の
適
用
法
人
の
所
得
の
源
泉
に
よ
っ
て
、
親
会
社
の
所
得
に
算
入
さ
れ
る
べ
き
か
ど
う
か
決

定
す
る
。
そ
の
租
税
回
避
防
止
の
範
囲
は
制
度
の
適
用
対
象
と
合
致
す
る
。
支
配
外
国
子
会
社
と
い
う
、
国
内
居
住
納
税
者
が
株
式
所
有

を
理
由
と
し
て
一
定
の
影
響
力
を
有
す
る
子
会
社
の
、Active

所
得
以
外
の
も
の
と
、Passive

所
得
で
あ
る
。
住
所
の
認
定
に
比
べ
、

そ
の
対
象
法
人
は
株
式
所
有
に
よ
り
形
式
的
に
定
め
ら
れ
、
判
断
が
容
易
で
あ
る
。
全
世
界
所
得
課
税
が
行
わ
れ
る
住
所
の
認
定
に
比
し

て
、
そ
の
合
算
す
る
所
得
も
ま
た
、
限
定
さ
れ
て
い
る
。
英
国
及
び
カ
ナ
ダ
に
お
け
る
住
所
の
認
定
は
、
ど
こ
ま
で
を
居
住
者
と
し
て
取

り
込
め
る
か
、
と
い
う
課
税
権
拡
大
の
歴
史
で
あ
る
。
一
方
で
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
、
株
式
所
有
割
合
に
応
じ
て
親
会
社
の
所
得
に
子
会

社
の
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
を
算
入
す
る
。
そ
の
合
算
さ
れ
る
所
得
の
範
囲
は
、
住
所
に
よ
る
そ
れ
に
比
べ
て
狭
く
、
政
策
的
な
意
図
を
反
映
し
て
合

算
さ
れ
る
べ
き
所
得
を
狙
い
撃
つ
効
果
を
有
す
る
。
そ
の
た
め
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
が
適
用
さ
れ
る
た
め
の
基
準
は
形
式
的
で
あ
り
、
ど
こ
ま
で

し
か
取
り
込
ま
な
い
こ
と
と
す
る
か
、
と
い
う
制
度
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

　
し
か
し
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
で
採
用
さ
れ
る
株
式
所
有
と
い
う
つ
な
が
り
は
、
課
税
を
正
当
化
す
る
に
十
分
な
経
済
的
結
節
と
も
い
え
る
よ
う

に
思
わ
れ
る
。
そ
の
た
め
、
カ
ナ
ダ
の
居
住
者
に
よ
っ
て
支
配
的
に
所
有
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
理
由
と
す
る
み
な
し
住
所
規
定
の
導
入
と

い
う
議
論
も
あ
り
得
）
106
（
る
。
そ
の
よ
う
な
制
度
の
下
で
は
、
カ
ナ
ダ
に
居
住
す
る
支
配
的
株
主
は
、
外
国
子
会
社
の
持
分
割
合
に
応
じ
た
Ｆ
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Ａ
Ｐ
Ｉ
に
つ
い
て
で
は
な
く
、
持
分
割
合
に
応
じ
た
全
世
界
所
得
に
カ
ナ
ダ
の
課
税
を
受
け
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
場
合
、
カ
ナ
ダ
歳
入

庁
は
カ
ナ
ダ
国
内
の
支
配
的
株
主
に
、
海
外
法
人
に
か
か
る
税
を
支
払
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
、
執
行
の
面
か
ら
い
っ
て
、
現
行
の

住
所
規
定
よ
り
も
優
れ
て
い
る
、
と
も
い
え
）
107
（
る
。
し
か
し
そ
れ
は
、
法
人
に
よ
る
所
有
の
場
合
に
は
結
局
の
と
こ
ろ
法
人
の
居
住
が
問
題

に
な
る
、
と
い
う
構
造
で
も
あ
る
。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
方
法
は
、
租
税
条
約
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ
っ
て
阻
害
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。

カ
ナ
ダ
居
住
者
に
よ
っ
て
株
式
を
所
有
さ
れ
る
法
人
は
他
国
の
居
住
者
で
も
あ
る
可
能
性
が
高
く
、
条
約
の
タ
イ
ブ
レ
ー
カ
ー
ル
ー
ル
に

よ
っ
て
他
国
に
住
所
を
割
り
当
て
ら
れ
る
可
能
性
が
高
い
。
権
限
あ
る
当
局
同
士
の
話
し
合
い
で
も
、
カ
ナ
ダ
に
都
合
の
良
い
住
所
の
認

定
が
認
め
ら
れ
る
と
は
考
え
に
く
い
。
反
対
に
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
の
よ
う
な
方
法
の
場
合
に
は
、
条
約
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
抵
触
せ
ず
に
執
行
す

る
こ
と
が
で
き
る
。
し
か
し
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
よ
り
も
Ｃ
Ｆ
Ｃ
的
な
み
な
し
住
所
を
導
入
し
て
い
る
国
が
一
つ
も
な
い
こ
と
は
、
そ
れ
が
国
際
的

に
受
け
入
れ
ら
れ
に
く
い
こ
と
の
証
左
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

　
こ
こ
で
重
要
な
こ
と
は
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
的
な
み
な
し
住
所
と
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
が
比
較
す
べ
き
も
の
と
し
て
同
列
に
扱
わ
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。

そ
の
二
つ
の
違
い
は
、
み
な
し
住
所
が
全
世
界
所
得
課
税
に
対
し
て
持
分
割
合
で
課
税
さ
れ
る
の
に
対
し
て
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
Ｆ
Ａ

Ｐ
Ｉ
と
い
う
所
得
の
一
部
に
の
み
課
税
さ
れ
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。
そ
し
て
、
条
約
と
の
抵
触
や
国
際
的
に
受
け
入
れ
ら
れ
る
か
と
い
う
観

点
か
ら
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
的
な
住
所
よ
り
も
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
の
ほ
う
が
優
れ
て
い
る
、
と
い
う
結
論
が
導
か
れ
て
い
る
。

㈢
　
小
　
括

　
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
の
導
入
前
に
は
、
住
所
の
定
義
を
拡
大
し
、
執
行
を
徹
底
す
る
こ
と
で
そ
の
導
入
の
必
要
は
な
く
な
る
、
と
い
う
議

論
が
行
わ
れ
て
い
た
。
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
が
、
課
税
権
の
確
保
と
い
う
観
点
か
ら
み
れ
ば
住
所
概
念
と
そ
の
役
割
を
同
じ
く
す
る
も
の
で

あ
る
こ
と
は
、
当
初
か
ら
認
識
さ
れ
て
い
た
。
一
方
で
、
判
例
に
お
け
る
住
所
の
認
定
は
、
カ
ナ
ダ
に
お
い
て
は
そ
の
課
税
権
の
確
保
及

び
課
税
管
轄
か
ら
の
離
脱
防
止
と
い
う
役
割
を
十
分
に
果
た
せ
て
は
い
な
か
っ
た
。
住
所
の
認
定
は
、
課
税
管
轄
と
の
実
質
的
な
結
び
つ
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き
を
判
断
し
、
当
該
法
人
を
居
住
者
と
し
て
課
税
管
轄
に
取
り
込
め
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
。
一
方
で
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
は
、
そ
の
対
象
を
形

式
的
な
株
式
所
有
と
い
う
つ
な
が
り
で
画
し
て
い
る
。
ま
た
、
一
定
の
結
び
つ
き
の
あ
る
外
国
子
会
社
の
所
得
の
一
部
に
つ
き
、
支
配
株

主
が
そ
の
持
分
割
合
に
応
じ
て
所
得
へ
の
算
入
を
行
う
。
そ
の
算
入
さ
れ
る
所
得
の
範
囲
、
す
な
わ
ち
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
の
範
囲
は
調
整
さ
れ
て

お
り
、
そ
の
政
策
意
図
に
よ
っ
て
大
き
く
異
な
り
得
る
。
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
の
優
れ
た
部
分
は
、
取
り
込
む
べ
き
所
得
を
ど
の
よ
う
に
画
定
す
る

か
に
つ
き
、
住
所
の
認
定
よ
り
も
融
通
が
利
く
こ
と
で
あ
る
。
カ
ナ
ダ
に
住
所
が
認
定
さ
れ
れ
ば
、
カ
ナ
ダ
は
そ
の
全
世
界
所
得
に
課
税

す
る
が
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
の
場
合
に
は
、
そ
の
支
配
外
国
子
会
社
と
い
う
適
用
法
人
、
そ
し
て
そ
の
対
象
所
得
と
い
う
二
つ
の
要
素
に
つ
き
、

目
的
に
応
じ
て
設
定
す
る
余
地
が
あ
る
。
課
税
管
轄
の
確
保
と
い
う
役
割
を
同
じ
く
す
る
も
の
で
あ
り
な
が
ら
、
住
所
の
認
定
に
比
べ
、

Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
は
そ
の
適
用
範
囲
に
つ
い
て
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
が
行
わ
れ
や
す
く
、
柔
軟
な
制
度
で
あ
る
と
い
っ
て
よ
い
。

　
二
五
％
の
株
式
所
有
を
適
用
要
件
と
し
て
導
入
さ
れ
た
「
課
税
管
轄
離
脱
防
止
型
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
」
と
も
い
え
る
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
は
、
そ
の
適

用
範
囲
の
自
由
度
が
強
み
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
第
三
章
で
述
べ
た
よ
う
に
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
に
含
ま
れ
る
所
得
の
範
囲
は
、
改
正
に
よ
っ
て

拡
大
の
傾
向
を
見
せ
て
い
る
。
そ
れ
は
、
そ
の
租
税
回
避
防
止
の
範
囲
を
狭
め
ら
れ
る
こ
と
に
そ
の
特
徴
を
持
つ
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
が
、
住
所
の

よ
う
な
広
範
囲
に
わ
た
る
課
税
管
轄
離
脱
防
止
策
へ
と
向
か
っ
て
い
る
よ
う
に
も
感
じ
ら
れ
る
。
そ
れ
は
、
カ
ナ
ダ
に
と
っ
て
の
「
本
来

課
税
で
き
る
べ
き
範
囲
」
と
い
う
理
想
が
、
住
所
の
認
定
に
よ
る
課
税
確
保
の
範
囲
に
近
い
も
の
で
あ
る
こ
と
を
示
唆
す
る
よ
う
に
も
思

わ
れ
）
108
（
る
。

五
　
お
わ
り
に

　
本
稿
で
は
、
ま
ず
カ
ナ
ダ
が
そ
の
住
所
の
認
定
に
つ
き
、
英
国
か
ら
継
受
し
た
管
理
支
配
基
準
を
採
用
し
て
い
る
こ
と
、
そ
れ
は
英
国

で
は
課
税
管
轄
か
ら
の
逸
脱
防
止
策
の
役
割
を
担
っ
て
い
た
こ
と
を
確
認
し
た
。
し
か
し
、
英
国
と
の
経
済
状
況
の
違
い
か
ら
、
英
国
と



法学政治学論究　第94号（2012.9）

184

同
様
の
管
理
支
配
基
準
の
運
用
は
、
カ
ナ
ダ
に
と
っ
て
は
必
ず
し
も
課
税
管
轄
か
ら
の
逸
脱
防
止
策
と
し
て
十
分
機
能
し
な
か
っ
た
。
住

所
認
定
に
設
立
地
基
準
を
取
り
入
れ
る
立
法
に
よ
っ
て
、
一
部
の
租
税
回
避
に
は
対
応
し
え
た
が
、
カ
ナ
ダ
に
お
け
る
住
所
の
認
定
は
、

そ
の
役
割
を
十
分
に
果
た
せ
て
い
た
と
は
い
い
が
た
い
。

　
一
九
六
〇
年
代
に
は
、
カ
ナ
ダ
は
採
用
し
て
い
た
国
外
所
得
免
除
方
式
の
た
め
に
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
と
し
て
利
用
さ
れ
て
お
り
、
ま

た
、
バ
ミ
ュ
ー
ダ
等
他
の
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
を
利
用
し
た
租
税
回
避
が
行
わ
れ
て
い
た
。
そ
れ
ら
は
カ
ー
タ
ー
委
員
会
報
告
書
を
基
礎

と
す
る
大
規
模
な
税
制
改
正
に
お
い
て
検
討
さ
れ
、
国
外
所
得
免
除
方
式
と
外
国
税
額
控
除
方
式
の
折
衷
で
あ
る
外
国
子
会
社
ル
ー
ル
、

そ
し
て
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
が
導
入
さ
れ
た
。
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
、
後
の
改
正
で
支
配
外
国
子
会
社
へ
と
そ
の
適
用
が
限
定
さ
れ
る
も
の

の
、
導
入
当
初
は
二
五
％
と
、
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
と
し
て
は
対
象
外
国
子
会
社
の
持
分
割
合
が
低
く
設
定
さ
れ
て
い
た
。
ま
た
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ

ル
ー
ル
は
そ
の
導
入
前
か
ら
、
課
税
管
轄
の
離
脱
防
止
と
い
う
点
で
住
所
の
認
定
と
役
割
を
同
じ
く
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が
認
識
さ
れ

て
い
た
。
し
か
し
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
そ
の
適
用
を
引
き
起
こ
す
カ
ナ
ダ
と
の
つ
な
が
り
の
程
度
が
住
所
よ
り
も
低
く
、
適
用
の
結
果

課
税
さ
れ
る
所
得
の
範
囲
も
ま
た
住
所
よ
り
も
狭
く
設
定
さ
れ
て
い
る
。
同
時
に
、
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
住
所
の
認
定
に
比
し
て
そ
の
適

用
法
人
の
範
囲
や
算
入
す
べ
き
所
得
に
つ
い
て
の
自
由
度
が
高
く
、
政
策
の
反
映
が
行
い
や
す
い
制
度
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
導
入
後
の

Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
、
そ
の
適
用
法
人
を
支
配
外
国
子
会
社
へ
と
狭
め
る
一
方
で
、
算
入
す
べ
き
所
得
の
範
囲
を
拡
大
す
る
方
向
へ
と
向

か
っ
て
い
る
。
そ
れ
は
、
住
所
の
認
定
と
い
う
強
大
な
課
税
権
の
確
保
に
代
わ
る
も
の
と
し
て
導
入
さ
れ
た
、
よ
り
緩
や
か
な
は
ず
の
Ｆ

Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
が
、
結
局
は
そ
の
効
果
と
し
て
住
所
の
認
定
に
近
づ
い
て
い
る
よ
う
に
も
思
わ
れ
る
。

　
住
所
の
認
定
と
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル
は
、
課
税
管
轄
か
ら
の
離
脱
防
止
策
と
し
て
そ
の
役
割
を
同
じ
く
す
る
が
、
そ
の
適
用
法
人
や
結
果

と
し
て
課
税
さ
れ
る
範
囲
は
異
な
る
。
実
質
基
準
に
よ
る
住
所
の
認
定
は
、「
侵
害
ル
ー
ル
」
の
困
難
に
も
示
唆
さ
れ
る
よ
う
に
、
法
人

の
機
能
が
分
散
化
し
、
グ
ル
ー
プ
企
業
と
い
う
形
態
が
一
般
化
す
る
な
か
で
、
そ
の
判
断
が
ま
す
ま
す
難
し
く
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。
株

式
所
有
に
よ
っ
て
形
式
的
に
一
定
の
つ
な
が
り
を
認
め
、
一
定
の
所
得
の
み
を
親
会
社
の
所
得
に
算
入
し
て
課
税
す
る
Ｆ
Ａ
Ｐ
Ｉ
ル
ー
ル



カナダ法人税法における課税管轄離脱防止への二つのアプローチ

185

は
、
そ
の
適
用
に
よ
る
課
税
の
範
囲
を
調
節
で
き
る
と
い
う
意
味
で
も
、
そ
の
つ
な
が
り
の
判
断
の
割
り
切
り
と
い
う
意
味
で
も
、
課
税

管
轄
か
ら
の
離
脱
防
止
と
い
う
役
割
に
お
い
て
、
住
所
の
認
定
よ
り
も
執
行
の
し
や
す
い
制
度
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
1
）  
本
稿
で
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、
法
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と
課
税
管
轄
の
結
節
と
し
て
「
住
所
」
と
い
う
文
言
を
用
い
、
住
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認
定
し
無
制
限
納
税
義
務
者
と
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め
る
こ
と
を
「
住

所
認
定
」、
住
所
認
定
の
積
み
重
ね
の
結
果
と
し
て
確
立
す
る
住
所
認
定
の
範
囲
を
「
住
所
概
念
」
と
い
う
。

（
2
）  

水
野
忠
恒
『
国
際
課
税
の
制
度
と
理
論
』（
有
斐
閣
　
二
〇
〇
〇
年
）
八
頁
。

（
3
）  Schw

arz, Jonathan, Booth: Residence, D
om
icile and U

K Taxation, Sussex, （2008

） p. v.

（
4
）  M

cIntyre, M
ichael J, D

eterm
ining the Residence of a Corporate G

roup, 51 Can. Tax J. 1567, 1570 （2003

）.

（
5
）  

藤
本
哲
也
『
国
際
租
税
法
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中
央
経
済
社
　
二
〇
〇
五
年
）
四
六
頁
。
法
人
の
居
住
に
つ
い
て
代
表
的
な
も
の
と
し
て
（
ア
）
設
立
準
拠
法

主
義
（
イ
）
本
店
所
在
地
主
義
（
ウ
）
管
理
支
配
地
主
義
を
挙
げ
て
い
る
。
本
稿
で
は
、（
ア
）（
イ
）
の
よ
う
な
形
式
的
な
要
素
に
着
目
す
る
も

の
を
形
式
基
準
、（
ウ
）
の
よ
う
に
実
質
的
側
面
を
重
視
す
る
も
の
を
実
質
基
準
と
呼
ぶ
こ
と
と
す
る
。

（
6
）  M

cIntyre, supra note 4, p. 1570.

（
7
）  

浅
妻
章
如
「
国
際
的
租
税
回
避
」
金
子
宏
編
『
租
税
法
の
基
本
問
題
』（
有
斐
閣
　
二
〇
〇
七
年
）
六
二
九
頁
、
六
三
一
頁
。
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制

（
日
本
で
い
う
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
対
策
税
制
の
こ
と
）
に
つ
い
て
「
課
税
繰
延
防
止
の
為
に
、
居
住
者
・
内
国
法
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配
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る
軽
課
税

国
の
法
人
の
利
益
を
、
現
実
の
配
当
が
な
く
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、
株
主
た
る
居
住
者
・
内
国
法
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の
所
得
に
合
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し
て
課
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す
る
、
と
い
う
の
が
教
科
書
的
な

制
度
趣
旨
の
説
明
で
あ
る
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と
し
て
い
る
。

（
8
）  

本
庄
資
「
オ
フ
シ
ョ
ア
事
業
・
投
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点
と
オ
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シ
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・
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ッ
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ス
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ヘ
イ
ブ
ン
と
の
間
に
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在
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『
導
管
国
（a conduit coun-

try
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を
め
ぐ
る
国
際
課
税
」
税
大
ジ
ャ
ー
ナ
ル
第
一
七
号
（
二
〇
一
一
年
）
七
頁
。

（
9
）  

浅
妻
・
前
掲
注
（
7
）
六
三
九
頁
。
英
国
で
の
Ｃ
Ｆ
Ｃ
税
制
の
導
入
か
ら
居
住
地
判
例
基
準
だ
け
で
は
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ヴ
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に
対
処
で
き
な

か
っ
た
と
い
う
示
唆
が
得
ら
れ
る
と
指
摘
す
る
。

（
10
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浅
妻
・
前
掲
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7
）
六
四
四
頁
。
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11
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橋
元
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タ
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・
ヘ
イ
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対
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制
の
解
説
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清
文
社
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九
二
頁
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我
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国
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地
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採
用
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い
る

こ
と
か
ら
当
税
制
が
租
税
回
避
防
止
の
役
割
を
持
つ
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
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